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要 旨 

 
キーワード：CFRP シート、せん断補強、剥離、接着強度 

近年，FRP を用いた RC 橋の補修・補強を行う事例が増加しているが，信頼性に基づい

た評価手法とはなっていない。すなわち，それは実験に基づく最終的な耐荷力の確認を基

本とするものであり，想定される耐荷メカニズムに立脚した評価手法とはなっていない。 
そこで，本研究では複合化技術として広く採用されている CFRP シートに着目し，実ス

ケールに近い大型 RC はりの載荷試験等の実施により，寸法が大きくなると積層数が多く

なり，剥離しやすくなることを明らかにしたうえで，貼付け方法や定着長の違いを考慮で

きる新しいせん断耐力評価法を提示した。 
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1 章 研究の背景と目的 

 

 道路橋のメンテナンスサイクルを確実に実施するには，劣化した部材の状態を的確に「診断」し，

その状態に応じた適切な「措置」を行う必要がある。劣化した部材の状態として，残存耐荷力を評価

する手法は実験や解析など様々な手法が開発されてきている 1-1), 1-2)。 
道路橋においては，鋼材の腐食に起因したひび割れなどの劣化に対し，FRP 材等を用いた複合化

技術により補修・補強を行う事例が増加しているが，信頼性に基づいた評価手法とはなっていない。

すなわち，それらは実験に基づく最終的な耐荷力の確認を基本とするものが多く，必ずしも想定さ

れる耐荷メカニズムに立脚した評価手法とはなっていない。 
FRP 材等を用いた複合化技術に代表される炭素繊維シート（ここでは，エポキシ樹脂を含浸・硬

化させた炭素繊維補強樹脂シートのことをいう。以下，CFRP シート）は，高強度・高耐食性・軽量

などの優れた特性を有することから，道路橋の補修・補強に適用することが主流となっている。2000
年には，土木学会より補修補強指針 1-3)が刊行され，その中で CFRP シートにより補強された棒部材

の設計せん断耐力式（以下，耐力式）が示された。この耐力式は，CFRP シートの端部が定着（全周

巻き立てや機械式定着）していることを前提にした式である。しかし，コンクリート橋の主桁部材

に CFRP シートによる補修・補強を行う場合，構造上の特性により，端部の定着が取れない場合も

考えられる。その場合，耐力式の前提が成り立たないため，破壊の制御が困難であり，前述の耐力式

より小さな荷重でせん断破壊が発生するものと想定される。また，耐力式は実験事実に基づき提案

されたものであるが，その根拠はスケールの小さい供試体の実験から得られたものであるため，実

構造物との寸法効果が適切に考慮されているわけでない。一方，補修・補強を対象とする既設構造

物の多くは，経年劣化によるひび割れや残留変位等による損傷が生じているものが存在する。その

ような損傷のある状態に対して補修補強を施し性能回復を図るうえでは，損傷の程度が補強後の効

果に及ぼす影響についても一般に無視することができないため段階的な検討が必要となる。 
このような背景により，本研究では複合化技術として広く採用されている CFRP シートに着目し，

実スケールに近い大型 RC はりの載荷試験等の実施により，まずは耐荷メカニズムに立脚した評価

手法を提案することを主目的とし，躯体を健全な状態に戻したことを前提としたうえで，信頼性の

高いせん断耐力式を構築することを目的とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1



1 章の参考文献 

1-1) 土木学会：材料劣化が生じたコンクリート構造物の構造性能，コンクリート技術シリーズ 71，

361p.，2006.9． 

 

1-2) 土木学会：続・材料劣化が生じたコンクリート構造物の構造性能，コンクリート技術シリーズ

85，349p.，2009.5． 

 

1-3) 土木学会：コンクリートライブラリー101 連続繊維シートを用いたコンクリート構造物の補修

補強指針，313p.，2000． 

 

 

2



2 章 現状と課題の整理 

 
2.1.概要 

 CFRP により接着補強された RC はりの耐力評価方法は，実験室のスケールで行った小型供試体

の実験結果をベースに構築されたものである。より正しい評価をするためには，実験室での条件と

実構造物の間にある寸法の違い等を考慮する必要があり，その差を埋める検討が必要である。 
CFRP シートにより接着補強された RC はりのせん断耐力の評価に関しては，2000 年に土木学会

から指針 2-1)が示されている。諸外国においても，CFRP シートにより補修補強された構造物の設計

コードが数多く刊行されている。しかし，近年は新たな指針類が編纂されておらず，前述した実構

造物との差を埋めるといった取り組みはなされていない。また，特にせん断については，その複雑

な機構から，多くの設計コードにおいて実験式に依存した設計式になっており，より正しい補強効

果の評価のためには，耐荷機構を詳細に分析し，精緻な耐力評価式を構築する必要がある。 
以下に，国内および海外の既往研究および設計コードの詳細を示す。 

 
2.2.CFRP 接着された RCはり部材のせん断耐力の評価に関する既往研究 

2.2.1.国内の既往研究 

(1) 土木研究所の指針（案） 

 平成 8 年度より 3 か年にわたって，建設省土木研究所と炭素繊維補修・補強工法技術研究会によ

り，CFRP シートによるコンクリート橋の上部工部材に対する補修・補強に関する共同研究 2-2)が実

施されている。この研究では，CFRP シートの材料特性の把握，RC 桁および PC 桁における曲げ補

強およびせん断補強効果の検討が実施されている。また，この研究成果をもとに，コンクリート床

版とコンクリート桁を対象とした，「炭素繊維シート接着工法による道路橋コンクリート部材の補

修・補強に関する設計・施工指針（案）（以下，土木研究所指針）」がとりまとめられており，補修・

補強設計を行う際に参考にされている。 
①CFRP シートによりせん断補強されたコンクリート桁のせん断耐力 
 CFRP シートによりせん断補強されたコンクリート桁のせん断耐力∑ 𝑆𝑆は，以下の式による算出が

原則とされている。 ∑ 𝑆𝑆 𝑆 𝑆𝑆௖ + 𝑆𝑆௦ + 𝑆𝑆௖௙ ················································ (式 2.2.1.1) 

ここに， 
  𝑆𝑆 ：棒部材のせん断耐力（N） 
  𝑆𝑆௖ ：コンクリートが負担できるせん断力(N) 
  𝑆𝑆௦ ：斜引張補強鉄筋が負担できるせん断(N) 
  𝑆𝑆௖௙：CFRPシートが負担できるせん断力(N) 
 このうち，CFRP シートが負担できるせん断力𝑆𝑆௖௙は，炭素繊維シートの端部を機械式定着する等

により，CFRP シートの剥離が生じない場合について，斜引張鉄筋の分担分𝑆𝑆௦の考え方と同様，(式

2.2.1.1)に示すように，CFRPシートのひずみから求まる引張応力度に基づいて，トラス理論を適用し

て求めてよいとされている。 
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𝑆𝑆௖௙ = 𝐴𝐴௖௙・𝜎𝜎௖௙・𝑑𝑑・(sin 𝜃𝜃 𝜃 𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃 ····························· (式 2.2.1.2) 

ここに， 

  𝐴𝐴௖௙：CFRP シートの断面積(mmଶ） 

  d ：部材断面の有効高(mm) 
  𝜃𝜃 ：CFRP シートの炭素繊維方向が部材軸となす角度（度） 
  𝜎𝜎௖௙：CFRP シートの引張応力度(N mmଶ)⁄ で，(式 2.2.1.3)および(式 2.2.1.4)による。 

設計荷重作用時：𝜎𝜎௖௙＝𝜎𝜎௦௔×𝐸𝐸௖௙/𝐸𝐸௦ ······························ (式 2.2.1.3) 

終局荷重作用時：𝜎𝜎௖௙＝0.8 × 𝜀𝜀௖௙×𝐸𝐸௖௙ ···························· (式 2.2.1.4) 

  𝜎𝜎௦௔：斜引張補強鉄筋の許容応力度(N mmଶ)⁄  

  𝐸𝐸௖௙：CFRP シートのヤング係数(N mmଶ)⁄  

  𝐸𝐸௦：斜引張補強鉄筋のヤング係数(N mmଶ)⁄  

  𝜀𝜀௖௙：CFRP シートの保証ひずみ 

 

 設計荷重作用時に CFRP シートが負担できるせん断力𝑆𝑆௖௙は，実験結果より，機械式定着を併用し

た場合，斜引張補強鉄筋が許容応力度に達した時のひずみと同じひずみを CFRP シートが負担でき

るものとして求めることとされている。 

 終局荷重作用時に CFRP シートが負担できるせん断力𝑆𝑆௖௙は，実験結果より，機械式定着を併用し

た場合，CFRP シートの保証ひずみに定着部における施工のばらつきなどを考慮した材料係数 0.8 を

乗じて求めることとなっている。 

 また，実験結果より，設計荷重作用時の応力度照査に用いるコンクリートが負担できる平均せん

断応力度および許容斜引張応力度は，道路橋示方書・同解説Ⅲコンクリート橋編（平成 8 年改定）2-

3)に定めるそれぞれの値を 7%割り増したものとしてよいとされている。 

 
②端部の定着および貼り付け長 
 コンクリート桁のウェブへの貼り付け長𝐿𝐿௖௙は，以下の式より求められ，端部に機械式定着を併用

する場合は1倍以上，機械式定着を併用しない場合は2倍以上としなければならないとされている。 𝐿𝐿௖௙＝𝑇𝑇௖௙/(𝑏𝑏௖௙ × 𝜏𝜏௖௙)  ·············································· (式 2.2.1.5) 

ここに， 

  𝑇𝑇௖௙：増加したせん断力のうち CFRP シートが受け持つせん断力による引張力(𝑁𝑁𝑁 
  𝑏𝑏௖௙：CFRP シートの幅(mm) 
  𝜏𝜏௖௙：CFRP シートの許容応力度(0.44N mmଶ)⁄  
 

 端部の定着方法は，鋼板とアンカーボルト等による機械式定着を併用する必要があるとされてい

る。 

(2) 土木学会指針 

2000 年に土木学会コンクリート委員会から「連続繊維シートを用いたコンクリート構造物の補修
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補強指針」2-1)が刊行された。本章では，以後連続繊維シート，炭素繊維シート等を総じて FRP シー

トと呼ぶこととする。この指針において，FRP シートにより補修補強された棒部材の設計せん断耐

力𝑉𝑉௙௬ௗは，以下の式により求められるとしている。 
 𝑉𝑉௙௬ௗ = 𝑉𝑉௖ௗ + 𝑉𝑉௦ௗ + 𝑉𝑉௙ௗ (式 2.2.1.6) 

 
ここで，𝑉𝑉௖ௗ：せん断補強鋼材および FRP シートを用いない棒部材の設計せん断耐力で 
(式 2.2.1.7)による。 

 𝑉𝑉௖ௗ = 𝛽𝛽ௗ ∙ 𝛽𝛽௣ ∙ 𝛽𝛽௡ ∙ 𝑓𝑓௩௖ௗ ∙ 𝑏𝑏௪ ∙ 𝑑𝑑/𝛾𝛾௕ 
ここに， 

(式 2.2.1.7) 

𝑓𝑓௩௖ௗ = 0.20ඥ𝑓𝑓′௖ௗ య  (N/mmଶ) ただし，𝑓𝑓௩௖ௗ ≤ 0.72 (N/mmଶ)  𝛽𝛽ௗ = ඥ1/𝑑𝑑ర   (𝑑𝑑 ∶ m) ただし，𝛽𝛽ௗ > 1.5となる場合は1.5とする  𝛽𝛽௣ = ඥ100𝑝𝑝௪య  ただし，𝛽𝛽௣ > 1.5となる場合は1.5とする  𝛽𝛽௡ = 1 + 𝑀𝑀଴/𝑀𝑀ௗ (𝑁𝑁ௗᇱ ≥ 0 の場合) ただし，𝛽𝛽௡ > 2となる場合は2とする       = 1 + 2𝑀𝑀଴/𝑀𝑀ௗ (𝑁𝑁ௗᇱ < 0 の場合) ただし，𝛽𝛽௡ < 0となる場合は0とする 
 𝑁𝑁ௗᇱ  ：設計軸方向圧縮力 𝑀𝑀ௗ ：設計曲げモーメント 𝑀𝑀଴ ：設計曲げモーメントに対する引張縁において，軸方向力によって発生する応力を打ち消

すのに必要なモーメント 𝑏𝑏௪ ：腹部の幅 𝑑𝑑 ：有効高さ 𝑝𝑝௪ = 𝐴𝐴௦/(𝑏𝑏௪ ∙ 𝑑𝑑𝑑 
 𝐴𝐴௦ ：引張側鋼材の断面積 𝑓𝑓௖ௗᇱ  ：コンクリートの設計圧縮強度 (N/mmଶ) 𝛾𝛾௕ ：部材係数で，一般に1.3としてよい 
 𝑉𝑉௦ௗ：せん断補強鋼材により受け持たれる設計せん断力で，(式 2.2.1.8)による。 𝑉𝑉௦ௗ = [𝐴𝐴௪ ∙ 𝑓𝑓௪௬ௗ(sin 𝛼𝛼௦ + cos 𝛼𝛼௦)/𝑠𝑠௦] ∙ 𝑧𝑧/𝛾𝛾௕ (式 2.2.1.8) 
ここに， 
 𝐴𝐴௪ ：区間𝑠𝑠௦におけるせん断補強鉄筋の総断面積 
 𝑓𝑓௪௬ௗ ：せん断補強鉄筋の設計引張降伏強度で，400N/mmଶ以下とする 𝛼𝛼௦ ：せん断補強鉄筋が部材軸となす角度 𝑠𝑠௦ ：せん断補強鉄筋の配置間隔 𝑧𝑧 ：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材の図心までの距離で，一般に𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑としてよ 

い 𝛾𝛾௕ ：部材係数で，一般に1.15としてよい 𝑉𝑉௙ௗ：FRP シートにより受け持たれる設計せん断力で，(式 2.2.1.9)による。 
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𝑉𝑉௙ௗ = 𝐾𝐾 ∙ [𝐴𝐴௙ ∙ 𝑓𝑓௙௨ௗ൫sin 𝛼𝛼௙ + cos𝛼𝛼௙൯/𝑠𝑠௙] ∙ 𝑧𝑧/𝛾𝛾௕ (式 2.2.1.9) 
ここに，  

 𝐾𝐾 ：連続繊維シートのせん断補強効率で，(式 2.2.1.10)による 𝐾𝐾 = 1.68 − 0.67𝑅𝑅 ただし，0.4 ≤ 𝐾𝐾 ≤ 0.8 (式 2.2.1.10) 𝑅𝑅 = ൫𝜌𝜌௙ ∙ 𝐸𝐸௙൯ଵ/ସ ൬௙೑ೠ೏ா೑ ൰ଶ/ଷ ൬ ଵ௙೎೏ᇲ ൰ଵ/ଷ ただし，0.5 ≤ 𝑅𝑅 ≤ 2.0  𝜌𝜌௙ = 𝐴𝐴௙/(𝑏𝑏௪ ∙ 𝑠𝑠௙)  
 𝐴𝐴௙ ：区間𝑠𝑠௙における FRP シートの総断面積 𝑠𝑠௙ ：FRP シートの配置間隔 
 𝑓𝑓௙௨ௗ ：FRP シートの設計引張降伏強度 (N/mmଶ)  𝐸𝐸௙ ：FRP シートの弾性係数 (kN/mmଶ) 𝛼𝛼௙ ：FRP シートが部材軸となす角度 𝛾𝛾௕ ：部材係数で，一般に1.25としてよい 
 

(式 2.2.1.9)は，多くの実験の結果から導き出したものであり，容易にシートが受け持つせん断力を

計算できるという利点があるが，実際の耐荷機構を踏まえたものではないため，適用範囲が曖昧で

ある。しかし国内ではこの式をそのまま用いて補修補強している例も存在しており，耐力式の見直

しや，適用範囲の設定といった対応が急務である。  
 

(3) 上原子らの研究 

上原子ら 2-4)は，FRP シートで補強されたコンクリート部材のせん断耐力を求める方法として，シ

ートとコンクリート間の付着構成モデルを用いて，せん断ひび割れをまたぐシートの剥離過程を評

価することにより終局時にシートが負担するせん断力を算出する方法を提案した。この手法は，以

下の仮定に基づく数値計算によって，シートの応力分布を評価し，シートが受け持つせん断力を評

価するというものである。 
(i) せん断ひび割れは部材軸と35°をなす。 
(ii) せん断ひび割れ発生以降の部材の変形は，せん断ひび割れの先端を回転中心とした剛体

回転により表す。 
(iii) せん断ひび割れを横断するシートの剥離過程は，コンクリートを剛体，シートを弾性

体，シートとコンクリートとの間の相対変位と付着応力の関係（付着構成則）を線形と

仮定した応力解析により評価する。 
(iv) 圧縮部コンクリートのひずみは，剛体回転を仮定した部材の回転角の関数として表す。 

 

この手法の特徴は，破壊形式を「シート破断モード」，「せん断圧縮破壊モード」の二つに区別する

ことができる点にある。これらは実際に FRP シートで補強した RC 部材の破壊形態として見られる

ものであり，この手法は実際の機構に基づく合理的なものだと言える。ただし，この手法はシート

を閉鎖型に巻きつけた場合，または巻きつけていない場合には，機械式定着等によってシート端部

が充分に定着されている場合を想定している。実際のはり部材の補強では，構造上端部の定着が充

分に取れない場合がある。このような場合，シートが端部まで完全に剥離することによるせん断破
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壊が見込まれ，上記に示した破壊モードに比べせん断耐力が小さくなることが予想される。したが

って，シートの剥離によるせん断破壊を想定したせん断耐力式が必要であるが，今なおそのような

式は確立されていない。 
 

(4) 佐藤らの研究 

佐藤ら 2-5)は，FRP シートを U 字または側面補強した RC はりの載荷試験を行い，FRP シートで

せん断補強した RC はりのせん断性状を明らかにした。すなわち，FRP シートを U 字または側面に

補強した RC はりのせん断耐力は，コンクリートが受け持つせん断力と斜めひび割れ域でのスター

ラップおよび FRP シートが受け持つせん断力の和で表されることを明らかにし，斜めひび割れ域で

の FRP シートが受け持つせん断力は(式 2.2.1.11)で求められるとした。 
 𝑉𝑉௙ = 𝐴𝐴௙ ∙ 𝐸𝐸௙ ∙ 𝜀𝜀௙ഥ  (式 2.2.1.11) 
 

ただし， 
 𝐴𝐴௙ ：斜めひび割れと交差部の FRP シートの総断面積 𝐸𝐸௙ ：FRP シートの弾性係数 𝜀𝜀௙ഥ  ：斜めひび割れと交差部の FRP シートの平均ひずみ  
 

また，FRP シートのひずみは，せん断スパン中央付近で最大になり，載荷点および支点に近づく

につれて小さくなることを示した。したがって，ひずみの最大値を求めることができれば，スター

ラップのひずみ分布と同様の低減係数を用いることにより各位置のひずみを求められることを示唆

した。これらを踏まえて，FRP シートが受け持つせん断力を求めるためには，シートの貼り方の違

いによる剥離条件の違いなどを明らかにした上で，FRP シートの剥離破壊時の最大ひずみの算定方

法，斜めひび割れ域の定義方法を確立する必要があるとした。 
 

(5) 子田らの研究 

子田ら 2-6)は，前述の佐藤らが提案した方法をもとに，FRP シートを U 字型補強した RC はりの

せん断耐力の簡易的な評価方法を示した。すなわち，佐藤らの研究で課題となっていた FRP シート

の剥離破壊時の最大ひずみを定量的に評価する方法を示し，斜めひび割れ域の定義をせん断スパン

全体とすることでシートが負担するせん断耐力を算出した。  
まず，土木学会指針 2-1)を用いて，シートの剥離破壊時の引張応力を(式 2.2.1.12)により算出する。 

 

∆𝜎𝜎௙ = ඨ2𝐺𝐺௙𝐸𝐸௙𝑛𝑛௙𝑡𝑡௙  (式 2.2.1.12) 

ここに， 
 ∆𝜎𝜎௙ ：シートの剥離領域における引張応力(MPa)  
 𝐺𝐺௙ ：界面剥離破壊エネルギー(N/mmଶ) 𝐸𝐸௖௙ ：シートのヤング係数(MPa) 
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𝑡𝑡௖௙ ：シートの厚さ(mm) 𝑛𝑛௙ ：シートの積層数 
 

このときのシートの平均ひずみ𝜀𝜀௕௨തതതതは(式 2.2.1.13)で表される。 
 𝜀𝜀௕௨തതതത = ∆𝜎𝜎௙/𝐸𝐸௖௙ (式 2.2.1.13) 
 
(式 2.2.1.12)における界面剥離破壊エネルギー𝐺𝐺௙は，上原子 2-7)の研究成果を用いて以下の式を用い

ている。 
 𝐺𝐺௙ = (0.85𝑃𝑃௠௔௫)ଶ2𝑏𝑏௖௙ଶ𝐸𝐸௖௙𝑛𝑛௙𝑡𝑡௖௙ (式 2.2.1.14) 

 
ここに， 𝑃𝑃௠௔௫ ：シートの付着試験における最大荷重(N) 𝑏𝑏௖௙ ：シート幅(mm) 

 
最大荷重𝑃𝑃௠௔௫は，佐藤ら 2-5)の研究を用いて以下の式で求める。 

 𝑃𝑃௠௔௫ = (𝑏𝑏௖௙ + ∆𝑏𝑏) ∙ 𝐿𝐿௘ ∙ 𝜏𝜏௖௙തതതത (式 2.2.1.15) 𝜏𝜏௖௙തതതത = 2.68𝑓𝑓′௖ ∙ 𝑛𝑛௙𝑡𝑡௖௙𝐸𝐸௖௙ × 10ିହ൫𝑛𝑛௙𝑡𝑡௖௙𝐸𝐸௖௙ ≤ 38.4𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺 ∙ 𝑚𝑚𝑚𝑚൯ (式 2.2.1.16) 𝜏𝜏௖௙തതതത = 1.02𝑓𝑓′௖൫38.4𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺 ∙ 𝑚𝑚𝑚𝑚 ≤ 𝑛𝑛௙𝑡𝑡௖௙𝐸𝐸௖௙൯ (式 2.2.1.17) 
 
ここに， 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓 ：コンクリートの圧縮強度(MPa)∆𝑏𝑏  ∆𝑏𝑏 ：コンクリートの抵抗領域(= 3.7mm) 𝐿𝐿௘ ：有効付着長(= 80mm) 𝜏𝜏௖௙തതതത ：付着応力作用域の平均応力(MPa)である 

 
以上の式によって求められた平均ひずみ𝜀𝜀௕௨തതതതを平均ひずみの最大値とし，低減係数を用いてせん断

スパンのそれぞれの位置におけるシートの平均ひずみ𝜀𝜀௕௨నതതതതതを求める。低減係数は以下の式による。 
 𝜀𝜀௕௨నതതതതത = 𝜀𝜀௕௨തതതത𝑑𝑑 𝑙𝑙 (0 ≤ 𝑙𝑙 ≤ 𝑑𝑑) (式 2.2.1.18a) 𝜀𝜀௕௨నതതതതത = 𝜀𝜀௕௨തതതത ൫𝑑𝑑 ≤ 𝑙𝑙 ≤ (𝑎𝑎 − 1.25𝑑𝑑)൯ (式 2.2.1.18b) 𝜀𝜀௕௨నതതതതത = 𝜀𝜀௕௨തതതത1.25𝑑𝑑 (𝑎𝑎 − 𝑙𝑙) ൫(𝑎𝑎 − 1.25𝑑𝑑) ≤ 𝑙𝑙 ≤ 𝑎𝑎൯ (式 2.2.1.18c) 
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ここに， 𝑙𝑙 ：載荷点から𝑖𝑖番目の U 字型シートの中心までの距離(mm) 𝑑𝑑 ：有効高さ(mm) 𝑎𝑎 ：せん断スパン長さ(mm) 
 

(式 2.2.1.18)で求めたシートの平均ひずみ𝜀𝜀௙పതതതതを用いて，𝑖𝑖番目のシートが受け持つせん断力𝑉𝑉௙௜を(式

2.2.1.19)で算出する。 
 𝑉𝑉௙௜ = 𝐴𝐴௙ ∙ 𝐸𝐸௙ ∙ 𝜀𝜀௙పതതതത (式 2.2.1.19) 
 

最後に，斜めひび割れ域におけるシートが受け持つせん断力を足し合わせる必要があるが，その

際斜めひび割れがどの位置に入るかの定義をしなければならない。この方法ではせん断スパン全域

のシートが受け持つせん断力を足し合わせるという方法をとっており，以下の式に従う。 
 𝑉𝑉௖௙ =෍𝑉𝑉௖௙௜௡

௜ୀଵ  (式 2.2.1.20) 

 
(式 2.2.1.20))によって，シートが受け持つせん断力を算出することができる。これにコンクリート

が受け持つせん断力およびスターラップが受け持つせん断力を足し合わせることによって，はりの

せん断耐力を求められる。以上の方法で求めたせん断耐力を実験結果と比較した結果，良好な結果

が得られたとしている。しかしこの方法は，シートひずみと強く関連するひび割れ幅や部材の変形

等を考慮していないため，せん断耐力が実験と一致していたとしても，破壊時のシートひずみの分

布が一致しているかを確認する必要がある。 
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2.2.2.海外の既往研究 

(1) Triantafillou の研究 

Triantafillou2-8)は，FRP シートでせん断補強した RC はりについて，それまでの実験成果をまと

め，新たな実験成果と組み合わせることで，包括的な耐力評価基準を示した。FRP シートでせん断

補強した RC はりの破壊形式はシートの破断またはシートの剥離によるとした上で，どちらになる

かは，シートの付着状況，定着長，端部の定着方法，シートの剛性等に依存するとした。それらのパ

ラメータを全て考慮に入れた理論式を作るのは容易ではないとして，それまでに得られた実験結果

をもとにパラメトリック解析をすることで評価式を構築した。 
まず，FRP シートが受け持つせん断力𝑉𝑉௙は，トラス理論に基づき，(式 2.2.2.1)で求められる。 

 𝑉𝑉௙ = 0.9𝛾𝛾௙ 𝜌𝜌௙𝐸𝐸௙𝜀𝜀௙௘𝑏𝑏௪𝑑𝑑(1 + cot 𝛽𝛽) sin 𝛽𝛽 (式 2.2.2.1) 

 
ここに， 𝜌𝜌௙ = 2𝑡𝑡௙/𝑏𝑏௪  𝐸𝐸௙  ：FRP の弾性係数 𝜀𝜀௙௘ ：FRP の有効ひずみ 𝛽𝛽 ：FRP が部材軸となす角度 𝛾𝛾௙ ：安全係数 
 

有効ひずみは，シートが剥離または破断によって破壊するときの平均ひずみである。有効ひずみ

を定義するため，それまでに行われた実験結果と(式 2.2.2.1)を使って逆解析を行った。その結果，シ

ートの破壊形態に関わらず，シートの剛性が増加するにつれて有効ひずみが減少するという結論を

導き，以下の式を定義した。 
 0 ≤ 𝜌𝜌௙𝐸𝐸௙ ≤ 1のとき， 𝜀𝜀௙௘ = 0.0119 − 0.0205൫𝜌𝜌௙𝐸𝐸௙൯ + 0.0104൫𝜌𝜌௙𝐸𝐸௙൯ଶ (式 2.2.2.2a) 1 ≤ 𝜌𝜌௙𝐸𝐸௙のとき， 𝜀𝜀௙௘ = −0.00065൫𝜌𝜌௙𝐸𝐸௙൯ + 0.00245 (式 2.2.2.2b) 
 
(式 2.2.2.2a)および(式 2.2.2.2b)を(式 2.2.2.1)に代入して計算した結果，𝜌𝜌௙𝐸𝐸௙が0.4GPaまでの範囲では𝑉𝑉௙が直線的に増加し，それ以降は𝜌𝜌௙𝐸𝐸௙が増加しても𝑉𝑉௙は増加しないという結果を得た。 
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(2) Khalifa らの研究 

Khalifa ら 2-9)は，Triantafillou の式に加え，FRP シートの付着機構に基づく式を構築すること

で，U 字型補強や側面補強など，シートの剥離によって破壊する場合の耐力を算出する方法を示し

た。具体的には，Maeda ら 2-10)が提案した有効付着長𝐿𝐿௘と平均付着応力𝜏𝜏௕௨の概念を用いることで

FRP シートが剥離する際に受け持つせん断力を以下の(式 2.2.2.3)~ (式 2.2.2.5)で表した。 
 𝐿𝐿௘ = 𝑒𝑒଺.ଵଷସି଴.ହ଼ ୪୬൫௧೑ா೑൯ (式 2.2.2.3) 𝜏𝜏௕௨ = 𝑘𝑘(𝑓𝑓௖ᇱ/ 42)ଶ/ଷ𝐸𝐸௙𝑡𝑡௙ (式 2.2.2.4) 𝑉𝑉௙ = 2𝐿𝐿௘𝑤𝑤௙𝜏𝜏௕௨𝑤𝑤௙௘𝑠𝑠௙  (式 2.2.2.5) 

 
ここに， 𝑤𝑤௙  ：FRP シートの幅 𝑤𝑤௙௘ ：FRP シートの有効幅 

 
有効幅は，FRP シートの接着方法の違いによって以下のように決定される。 

 
はり全周に巻きつけている場合， 𝑤𝑤௙௘ = 𝑑𝑑௙   
U 字型に貼り付けている場合， 𝑤𝑤௙௘ = 𝑑𝑑௙ − 𝐿𝐿௘   
側面のみに貼り付けている場合， 𝑤𝑤௙௘ = 𝑑𝑑௙ − 2𝐿𝐿௘   

ただし， 𝑑𝑑௙  ：はりの有効高さ（矩形断面の場合 𝑑𝑑と等しい） 
 

この式によって求められた𝑉𝑉௙と， (式 2.2.2.1)により求められた𝑉𝑉௙を比較し，小さい方をシートが

受け持つせん断力とする方法である。この方法は，剥離の機構に基づくもので，実際の破壊形態に

即した式である上，U 字型や側面貼りなど，異なる補強方法においても評価が可能であることから，

より適用範囲が広い式だと言える。しかし，有効付着長を算定する(式 2.2.2.3)は，後の研究 2-11)によ

り正しくないことが指摘されている。したがって，今後検討の余地を残したものとなっている。 
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(3) ACI440.2R-08 

ACI440.2R-082-12)では，FRP シートでせん断補強した RC 構造物の設計方法として，Khalifa ら

2-9)が提案した式を簡略化したものを示している。FRP シートが受け持つせん断力𝑉𝑉௙は以下の式で表

される。 
 𝑉𝑉௙ = 𝐴𝐴௙𝑓𝑓௙௘(sin 𝛼𝛼 + cos𝛼𝛼)𝑑𝑑௙𝑠𝑠௙  (式 2.2.2.6) 

ここに， 
   𝛼𝛼   ：FRP シートが部材軸となす角度 𝐴𝐴௙ = 2𝑛𝑛௙𝑡𝑡௙𝑤𝑤௙  𝑓𝑓௙௘ = 𝜀𝜀௙௘𝐸𝐸௙  
 

有効ひずみ𝜀𝜀௙௘の求め方は，FRP シートの補強方法によって次のように場合分けされる。 
 
はり全周に巻きつけている場合， 𝜀𝜀௙௘ = 0.004 ≤ 0.75𝜀𝜀௙௨ (式 2.2.2.7a) 
U 字型または側面のみに貼り付けている場合， 𝜀𝜀௙௘ = 𝜅𝜅௩𝜀𝜀௙௨ ≤ 0.004 (式 2.2.2.7b) 
 

ここに， 
   𝜀𝜀௙௨   ：終局ひずみ 𝜅𝜅௩は付着低減係数で，以下の式で表される。 
 𝜅𝜅௩ = 𝑘𝑘ଵ𝑘𝑘ଶ𝐿𝐿௘11,900𝜀𝜀௙௨ ≤ 0.75  

𝐿𝐿௘ = 23,300൫𝑛𝑛௙𝑡𝑡௙𝐸𝐸௙൯଴.ହ଼  

𝑘𝑘ଵ = ቆ𝑓𝑓௖ᇱ27ቇଶ/ଷ  

𝑘𝑘ଶ = 𝑑𝑑௙ − 𝐿𝐿௘𝑑𝑑௙  (U 字型補強の場合)    

𝑘𝑘ଶ = 𝑑𝑑௙ − 2𝐿𝐿௘𝑑𝑑௙  (側面貼り付けの場合)  
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本節で，国内および海外の既往研究および設計コードを整理した。しかし国内海外ともに多くの

課題を残していることが分かる。まず，国内では，シートの付着機構に基づいた設計式が確立して

おらず，シートの貼り方の違いや機械式定着の有無などを考慮した設計ができないという問題があ

る。付着機構に基づいた耐力評価方法も検討されているが，耐力評価式として確立されたものは存

在していない。 
海外では，ACI のコードで付着機構に基づいた考察をもとにしたせん断耐力式を提示している。

ACI のせん断耐力式は，どちらも全周巻きつけ，U 字型補強，側面補強のいった補強方法の違いを

考慮した上でせん断耐力を評価できる式である。しかしどちらも終局時の平均ひずみ（有効ひずみ）

をシート剛性やコンクリート圧縮強度をもとに大まかに評価した上で安全側に評価した式となって

おり，合理的な設計法とは言えない。より合理的な補強設計を行うためには，多くのパラメータを

考慮して，実際の破壊機構に基づいた精緻な設計式を確立する必要がある。 
また，国内と海外の設計コードに共通する課題として，いずれのコードにおいても，実験室の環

境で小型 RC の供試体を用いた実験の結果をもとに耐力式が構築されている。実構造物の寸法にな

ったときに，耐荷機構が変われば耐力式をそのまま適用できない可能性がある。したがって，実構

造物と同じスケールでの実験を行い，寸法効果の有無による検証と併せてせん断耐荷機構の詳細な

検討を行う必要がある。 
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2.3.RC 部材におけるせん断耐荷機構に関する近年の知見 

2.3.1.概説 

国内外における RC はりのせん断耐力評価法は，理論体系の上に構築されたものではなく，その

多くは実験的な知見に基づき構築されているのが現状である。現象の複雑さゆえにコンクリートの

せん断抵抗機構は完全に解明されておらず，特に変形の適合条件を考慮することが困難であるため

である。 

土木学会コンクリート標準示方書 2-13)では，Okamura and Higai（1980）2-14)により提案された統計

式に二羽ら（1986）2-15)が修正を加えた式が採用されており，ACI 318-14（2014）2-16)では，Bresler and 

MacGregor（1967）2-17)により提案された準統計式が採用されている。ACI 318-19（2019）2-18)では，

ACI-DAfStb database（Reineck et al. 2013, 2014; Kuchma et al. 2019）2-19), 2-20), 2-21)に基づき size effect factor

（Bažant et al. 2007）2-22)を取り入れた準統計式が採用されている。これらの式では，未損傷部におけ

るコンクリートの直接せん断抵抗，主鉄筋のダウエル効果，骨材の噛み合わせ効果を考慮しており，

実用上の予測精度は高いことが確認されているものの，実験データの少ない断面寸法を有するはり

に対しては，寸法効果を考慮した予測式を除き，予測精度が確保できないことが示されている

（Collins et al. 2015）2-23)。AASHTO（2012）2-24)では，Vecchio and Collins（1986）2-25)により提案され

た修正圧縮場理論（Modified Compression Field Theory）に基づく予測式が採用されており，寸法効果

とひずみ依存性を考慮して簡易化された式（Bentz et al. 2006）2-26)が採用されている。しかしながら，

これらの式は耐荷機構に立脚したものではなく，部材の状態に応じた耐力を算定することは困難で

ある。このような実験的な知見に基づく評価法を劣化した既設構造部材へ適用した場合，劣化や補

修，補強などの影響を合理的かつ定量的に評価可能であるとは限らない。 

一方で，RC はりのせん断耐荷機構はアーチ機構（はり軸方向圧縮合力作用位置の変化に起因する

耐荷機構）およびビーム機構（はり軸方向圧縮合力および引張合力の変化に起因する耐荷機構）の

和により表現可能であることが知られている 2-27)。この概念は，数学的，物理的にも合理的であるも

のの，耐力予測手法としては活用されていない。これまで数多くの研究成果により，劣化や補修，補

強を含む種々の因子が耐荷機構に及ぼす影響については定性的に明らかにされてきたが，これらの

因子がアーチ機構とビーム機構に及ぼす影響については定量的に明らかにされていないためである。

これらの影響を定量的に評価することが可能となれば，新設構造部材のみならず既設構造部材に対

する耐力評価法の理論化に加え，既設部材に対する限界状態の定義や限界状態に対応する耐力の評

価等への活用が期待できる。 

耐荷機構に立脚した耐力予測手法に関する既往の研究 2-28)では，終局時におけるアーチ機構の荷重

寄与分を反復計算により求める手法が提案されているが，せん断補強筋の荷重寄与分をビーム機構

に分類することを前提としたモデルの検証が行われており，耐荷機構の耐力に対してその妥当性は

検証されていない。耐荷機構における耐力を理論的に陽な形で予測する手法は確立されていないの

が現状である。一方，既往の研究では，実験結果から耐荷機構の荷重寄与分を算出する「微分法」2-

29),2-30), 2-31)および「ひずみエネルギー法」2-32)が提案されており，これらの手法を用いることで，耐荷

機構の耐力に対するモデルの予測精度をより厳密に検証することを可能としている。このような背

景から，ビーム機構における耐力予測モデル 2-33), 2-34)とアーチ機構における耐力予測モデル 2-35)が提

案されている．このモデルは，斜めひび割れにより離散化されたアーチ機構とビーム機構の自由体

において斜めひび割れの経路に沿う応力伝達とコンクリートの軟化挙動を考慮するものであり，劣
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化した部材や補強された部材に対してもその適用性が示唆されている 2-35)。応力伝達量の算定に必

要な斜めひび割れ開口幅の予測手法については，鉄筋腐食ひび割れ等の存在により斜めひび割れの

経路が健全な部材と比較して著しく変化する部材に対しても適用可能な変形の適合条件を与える観

点から，エネルギー定理に基づく斜めひび割れ開口幅の予測手法も提案されている 2-36)。 

本節では，RC 部材におけるせん断耐荷機構の理解に必要な斜めひび割れの形成とその形態に加

え，限界状態の合理的な評価への活用が期待できる「アーチ機構」と「ビーム機構」について述べ

る。 

 
2.3.2.斜めひび割れの形成と形態 

せん断破壊を呈する部材の多くは斜めひび割れの発生後，終局に至る。以下に，せん断耐荷機構

と破壊形態を理解する上で重要な斜めひび割れの形成とその形態について記す。 

構造部材としてのはりは，厚みの無い線部材としてモデル化されることが多いが，せん断スパン

が短い場合には相対的な部材厚が大きくなり，線部材としてのはりと比較して大きな荷重に抵抗す

ることができる。これは部材のせん断スパン（𝑎𝑎）に対する有効高さ（𝑑𝑑）の比率であるせん断スパ

ン比（𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎）の差異により，耐荷機構が大きく異なるためである。この耐荷機構の差異は部材内部に

存在する鉛直応力非卓越領域（B 領域）と鉛直応力卓越領域（D 領域）2-37)に起因して生じていると

考えられている 2-38)。図 2.3.2.1 に 4 点曲げ荷重を受ける単純はりの B 領域と D 領域を示す。一般的

なはり部材では加力点から𝑑𝑑𝑑𝑑程度の距離に D 領域が形成され，以遠には B 領域が形成される。載

荷点近傍では荷重により生じる鉛直応力の影響を無視することができないため，通常のはり理論と

は支配方程式が異なる。載荷点近傍に生じる鉛直応力により，はり軸方向のせん断応力は B 領域か

らせん断スパン外にかけて減少する。等方性の延性材料では Tresca の降伏条件や Mises の降伏条件

に支配されるが，異方性の高い脆性材料では最大主応力が引張強度に到達した際，破壊に至ること

が知られている。一方で，曲げモーメントとせん断力を受ける RC はり部材では，せん断応力が最大

となる B 領域内における中立軸位置から斜めひび割れの発生が観察される。複雑な変形の適合条件

とコンクリートの圧縮／引張軟化挙動が斜めひび割れ発生位置に影響を及ぼす一因であると考えら

れるが，斜めひび割れ発生時の開口幅は極めて微小であることから観測の精度にも課題があり，そ

の具体的なメカニズムについては明らかにされていない。以降，斜めひび割れの形成と形態につい

て，せん断応力の大きさと主応力角に着目した考察を示す。 

図 2.3.2.2 にはりの微小要素における平衡状態を示す。矩形微小要素の水平方向における力の釣合

から以下の式が導かれる。 𝜕𝜕𝜎𝜎11(௫,௭)𝜕𝜕𝜕𝜕 + 𝜕𝜕𝜎𝜎13(௫,௭)𝜕𝜕𝜕𝜕 = 0 (式2.3.2.1) 

ここに，𝜎𝜎11：部材軸方向応力，𝜎𝜎13：せん断応力である。 

B 領域でははり理論が適用できることから，𝜎𝜎11は以下の式で与えられる。 

𝜎𝜎11(௫,௭) = 𝑀𝑀𝐼𝐼 𝑧𝑧 = 𝑉𝑉𝑉𝑉𝐼𝐼 𝑧𝑧 (式2.3.2.2) 

ここに，𝑀𝑀：断面における作用モーメント，𝑉𝑉：せん断力，𝐼𝐼：断面二次モーメントである。 

はりの上下縁ではせん断応力が0になることから，境界条件として次式を適用することができる。 
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 𝜎𝜎13(௫,±௛/2) = 0 (式2.3.2.3)  

(式 2.3.2.1)に(式 2.3.2.2)を代入し，(式 2.3.2.3)により積分定数を求めて整理すると，せん断応力分

布は次式で与えられる。 𝜎𝜎13(௫,௭) = 𝑉𝑉
2𝐼𝐼 ቆℎ2

4
− 𝑧𝑧2ቇ (式2.3.2.4) 

(式 2.3.2.4)より，𝑧𝑧 = 0 の時，𝜎𝜎13は最大値を示すことから，斜めひび割れは B 領域内の中立軸位置

から発生することが予測できる。 

図 2.3.2.2 に示した三角形微小要素に作用する力の釣合から主応力角について次式が導かれる。 𝜑𝜑(௫,௭) = − 1
2
tanି1 𝜎𝜎13𝜎𝜎33 − 𝜎𝜎11

 (式2.3.2.5) 

ここに，𝜎𝜎33：鉛直方向応力である。 

B 領域内では𝜎𝜎33 = 0であることから，𝜎𝜎33 = 0，(式 2.3.2.2)および(式 2.3.2.4)を(式 2.3.2.5)に代入す

ると以下の式を得る。 

𝜑𝜑(௫,௭) = − 1
2
tanି1 𝑧𝑧2 − ℎ2 4⁄𝑥𝑥𝑥𝑥  (式2.3.2.6) 

斜めひび割れは最小主応力（主圧縮応力）の方向に生じることから，(式 2.3.2.6)により斜めひび割

れの形状を予測することができる。(式 2.3.2.6)において𝑧𝑧 = 0 の極限を考えると，以下の式を得る。 

lim௭ୀ0
𝜑𝜑(௫,௭) = 𝜋𝜋

4 (式2.3.2.7) 

以上より，斜めひび割れは中立軸位置において 45°の角度で生じることが確認できる．ひび割れ

の開口を抑制する観点からは最大主応力（主引張応力）が作用する方向に鉄筋を配することが望ま

しいが，実構造物では外力の位置や作用方向の変化を考慮して部材軸方向および部材軸直交方向に

配筋することが一般的である。 

図 2.3.2.3 に弾性解から得た斜めひび割れの経路を示す。鉛直方向の始点位置は中立軸を仮定して

いる。B 領域から進展する斜めひび割れは始点位置に依らず概ね同一の形状を示すことが確認でき

る。前述の通り，斜めひび割れは B 領域内から進展するため，B 領域内における斜めひび割れ経路

 

  
図 2.3.2.1 B 領域と D 領域 図 2.3.2.2 微小要素の平衡状態 
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をせん断耐力の予測に活用することが可能であると考えられている。 

斜めひび割れの進展とひび割れ経路上の応力伝達に関する概念図を図 2.3.2.4に示す。 

B 領域内の中立軸において斜めひび割れが形成され始め，D 領域へ進展を開始する。はじめに，

最大主応力が引張強度に到達した箇所でひび割れの形成が始まり，ひび割れが形成されていない箇

所では，最大主応力に対応した引張応力がひび割れの法線方向に生じる（図 2.3.2.4 (a)）。ひび割れ

の形成後，ひび割れが進展するとひび割れ経路上には引張強度と等しい一様な引張応力を生じる（図

2.3.2.4 (b)）。D 領域では作用せん断応力が低減するため，B 領域全域にひび割れが進展した後，ひび

割れの進展は抑制される。以降，外力により蓄積されたひずみエネルギーはひび割れの開口に伴い

解放される。ひび割れの開口後は，ひび割れ経路に対して法線方向と接線方向の変形を生じるため，

ひび割れ面上には引張応力に加えてせん断応力を生じることになる。この時，B 領域内では一様に

ひび割れが開口し，ひび割れ面上には，コンクリートの引張強度とせん断強度よりも小さな引張応

力とせん断応力が作用する（図 2.3.2.4 (c)）。 

以上のような仮定に基づき斜めひび割れ発生荷重と密接に関連するビーム機構の耐力を予測する

力学モデルが提案されている 2-33)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.3.2.3 斜めひび割れ経路の弾性解 
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D-region

ひび割れ経路の弾性解
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(a) 斜めひび割れの形成開始直後 

 
(b) B 領域内における進展（形成）過程 

 
(c) B 領域全域に進展した後 

図 2.3.2.4 斜めひび割れの進展とひび割れ経路上の応力伝達に関する概念図 
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2.3.3.アーチ機構とビーム機構 

せん断耐荷機構におけるアーチ機構とビーム機構は Park, R. and Paulay, T. (1975)2-27)により定式化さ

れた概念である。アーチ機構およびビーム機構は，断面の力学的平衡状態，もしくは断面に作用す

るモーメントの 1 階微分に微分連鎖則を適用することで求めることができる。 

断面内における引張合力作用位置の変化に関する影響を無視すれば，断面内の作用モーメントは

以下の式で示される。 𝑀𝑀(்,௭) = 𝑇𝑇(௫)𝑦𝑦(௫) (式2.3.3.1) 

ここに，𝑀𝑀：断面における作用モーメント，𝑇𝑇：鉄筋に作用する引張合力，𝑦𝑦：応力中心間距離，𝑥𝑥：
部材軸方向座標である。 

せん断力（𝑉𝑉(௫)）は，部材軸座標に対するモーメントの微分により得られることから，アーチ機構

寄与分とビーム機構寄与分の和として，次のように記述できる。 𝑉𝑉(௫) = 𝜕𝜕𝑀𝑀(்,௬)𝜕𝜕𝜕𝜕 = 𝜕𝜕𝑀𝑀(்,௬)𝜕𝜕𝑦𝑦(௫) 𝑑𝑑𝑦𝑦(௫)𝑑𝑑𝑑𝑑 + 𝜕𝜕𝑀𝑀(்,௬)𝜕𝜕𝑇𝑇(௫) d𝑇𝑇(௫)
d𝑥𝑥 = 𝑇𝑇(௫) 𝑑𝑑𝑦𝑦(௫)𝑑𝑑𝑑𝑑 + 𝑦𝑦(௫) 𝑑𝑑𝑇𝑇(௫)𝑑𝑑𝑑𝑑  (式2.3.3.2) 

(式 2.3.3.2)における右辺第 1 項が荷重に対するアーチ機構寄与分であり，右辺第 2 項が荷重に対

するビーム機構の寄与分である。すなわち， 

𝑉𝑉௔(௫) = 𝑇𝑇(௫) 𝑑𝑑𝑦𝑦(௫)𝑑𝑑𝑑𝑑  (式2.3.3.3) 

𝑉𝑉௕(௫) = 𝑦𝑦(௫) 𝑑𝑑𝑇𝑇(௫)𝑑𝑑𝑑𝑑  (式2.3.3.4) 

ここに，𝑉𝑉௔：アーチ機構寄与分，𝑉𝑉௕：ビーム機構寄与分である。 

図 2.3.3.1 にアーチ機構およびビーム機構の概念図を示す。(式 2.3.3.3)および(式 2.3.3.4)は図に示

した微小要素における力の平衡状態からも導出することが可能である。アーチ機構の平衡状態では，

圧縮合力作用位置の変化量を，ビーム機構の平衡状態では，軸方向合力の変化量をそれぞれ加味し

て力の釣合式を解く必要がある。これらの事実から，アーチ機構は圧縮合力作用位置の変化が卓越

する耐荷機構であり，ビーム機構は鉄筋-コンクリート間の付着力等に起因する軸方向合力の変化が

卓越する耐荷機構であることが理解できる。さらに，(式 2.3.3.3)において，𝑦𝑦 = const.であれば𝑉𝑉௔ = 0

であり，(式 2.3.3.4)において，𝑇𝑇 = const.であれば𝑉𝑉௕ = 0 であることからも，アーチ機構は圧縮合力

作用位置が変化した際にのみ生じる機構であり，ビーム機構は軸方向合力が変化した際にのみ生じ

る機構であることが確認できる。実際には，はりに生じるひび割れや鉄筋の付着状態に応じて，各

耐荷機構の寄与分が変化する。 

特に 4 点曲げ載荷の状態において，圧縮合力作用位置（𝑦𝑦）は以下の式で表すことができる 2-29)。 𝑦𝑦(௫) = 𝑦𝑦0 ൬ 𝑥𝑥𝑥𝑥0
൰௉ೌ  (式2.3.3.5) 

ここに，𝑦𝑦0：𝑥𝑥 𝑥 𝑥𝑥0における𝑦𝑦(௫)，𝑃𝑃௔：アーチ機構の荷重寄与率である。 𝑇𝑇 = const.，すなわち，全ての荷重がアーチ機構により受け持たれる𝑉𝑉௕ = 0 の時には，𝑃𝑃௔ = 1.0 で

ある。この時，(式 2.3.3.5)から圧縮合力の作用線は直線状に分布することが理解できる。従って，4

点曲げ載荷の状態において𝑇𝑇 = const.である時には，直線状のアーチリブ（圧縮ストラット）と引張

主鉄筋をタイ材とする「タイドアーチ機構」の存在を定義づけることができる 2-39)。 
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一般的に，𝑉𝑉�および𝑉𝑉�は作用荷重の増加に伴い図 2.3.3.2 に示すように推移する。鉄筋-コンクリー 

ト間に付着がある健全なはりであれば，付着力に起因する軸方向合力の変化により載荷初期にはビ

ーム機構が卓越し，斜めひび割れの発生後，付着の消失とともにアーチ機構が卓越していく。せん

断補強材のないスレンダービームでは，𝑉𝑉�がピークに到達した状態において，斜めひび割れの開口

に伴い荷重に対する抵抗力を失うが，ショートビームおよびディープビームでは，この状態以降も

𝑉𝑉�の発現により荷重に対する抵抗力を維持し，𝑉𝑉�が最大値に到達すると同時に部材は終局を迎える。

せん断補強筋を有する部材では，𝑉𝑉�がピークに到達した状態以降もせん断補強筋のダウエル効果に

より，𝑉𝑉�はピーク荷重と概ね等しい値に保たれ，𝑉𝑉�はせん断補強筋の存在により増加傾向を示すこ

とで終局耐力の増加に寄与する。鉄筋比が十分小さい場合，鉄筋によるダウエル効果および付着力

による斜めひび割れの開口抑制効果は小さいことに加え，𝑉𝑉�のピーク到達以前における斜めひび割

 

 
図 2.3.3.1 アーチ機構とビーム機構における微小要素 

 

V(x)

Total

V+dV

T+dT

V

y+dy

C

T
dx

C+dC
p(x)

d
dx

y(x)T(x)

Arch action

C

V
a +dV

a

T

V a

dyC

T
dx

pa(x)

d
dx

T(x)y(x)

Beam action

V
b +dV

b
dT

V b

dx

dC
pb(x)

V：作用せん断力
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pa：アーチ機構の作用分布荷重寄与分
pb：ビーム機構の作用分布荷重寄与分

 

図 2.3.3.2 荷重変位関係におけるアーチ機構とビーム機構の推移に関する概念図 
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れの開口幅は十分小さいことから，せん断補強筋のダウエル効果および開口抑制効果が𝑉𝑉௕のピーク

到達以前に及ぼす影響は本質的には無視できるものと考えられる。一方，斜めひび割れが十分開口

した終局時には，斜めひび割れ面に伝達される応力は無視できる程小さいことから，せん断補強材

を有する部材において𝑉𝑉௕が一定の値に保たれるためには，ビーム機構の形成に必要な軸方向合力の

変化がせん断補強材のダウエル効果等に起因して生じる必要がある。このことから，せん断補強材

のダウエル力については終局時におけるビーム機構に分類できるものと考えられる。せん断補強筋

の鉛直方向分力については，いずれの耐荷機構に分類した場合でも矛盾を生じないため，実験の結

果などからその分類を明らかにしていく必要がある。 

はりの形状やせん断補強筋の有無にかかわらず，部材の耐力は𝑉𝑉௕のピーク値より大きくなること

に加え，𝑉𝑉௕のピーク到達以前には，鉄筋-コンクリート間における付着が確保されていることから，𝑉𝑉௕のピーク到達時を部材の挙動等に可逆性を有する状態とみなすことができる。𝑉𝑉௔のピーク値と部

材の終局耐力は一致することから，𝑉𝑉௔のピーク到達時を耐荷力が失われる状態とみなすことができ

る。このように，アーチ機構とビーム機構の概念に着目することで，部材の限界状態を表す工学的

指標（𝑉𝑉௕のピーク値，𝑉𝑉௔のピーク値など）と限界状態をより合理的に関連付けることが可能となる。 

なお，𝑉𝑉௔および𝑉𝑉௕ははり軸方向の各断面においても異なる値を示すが，2 断面間の合力およびその

作用位置の差異から得られる耐荷機構の意味を考慮すれば，せん断スパン内における𝑉𝑉௔および𝑉𝑉௕は
支点位置および載荷点位置における鉄筋のひずみから導出することが可能である。 
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2.4.本報告書の構成 

本報告書の構成を図 2.4.1 に示す。 
 2 章では，CFRP シートによりせん断補強された RC はりの耐力評価法に関して，既往の知見

を整理したうえで，課題点を明確にした。 
 3 章では，CFRP シート接着された RC 部材の実スケールでの実験による，寸法効果の影響の

確認と，シート補強方法の違いを含めた，大型の RC はりを用いた載荷試験を行い，その結果

の考察とせん断耐力の評価方法について検討した。 
 4 章では，CFRP シートの剛性を変化させたシートの付着試験を実施し，シートの積層化によ

る付着耐力の評価について考察した。 
 5 章では，4 章での結果を踏まえ，パラメトリック解析によりシート剛性を大きくした場合の

FRP シートとコンクリート間の付着耐力の評価について検討し，剥離ひずみの定式化に関す

る検討を行った。 
 6 章では，3 章，5 章での検討結果を踏まえ，CFRP シート補強された RC はりのせん断耐荷

機構の再現するモデルを提案するとともに，また提案したモデルの計算結果を実験結果との比

較により，提案手法の妥当性を検証した。 
 7 章では，本研究の成果と今後の課題を示した。 

 

 
図 2.4.1 本報告書の構成 

3章 CFRPシートによりせん断補強されたRCはりのせ
ん断耐荷機構

・せん断載荷試験
・既存の耐荷式との比較
・せん断耐荷機構を踏まえたせん断耐力評価法の方針

4章 CFRPシートとコンクリート間の付着耐力の評価

・CFRPシートの付着試験
・付着応力-すべり関係
・剥離深さの評価

5章 コンクリートに接着したFRPシートの終局剥離ひ
ずみの予測

・剥離ひずみの予測
・剥離ひずみの定式化

1章．研究の背景と目的

・研究の背景，目的

2章 現状と課題の整理

・既往研究の整理
・せん断耐荷機構に関する近年の知見の整理

RC部材の評価
CFRPシートの付着耐力の評価

6章 剥離進行過程をモデル化したせん断耐力評価法

・シートの剥離進行過程のモデル化
・せん断耐力評価法の提案

7章．まとめ
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3 章 CFRP シートによりせん断補強された RC はりのせん断耐荷機構 

 
3.1.検討概要 

 本章では，CFRP シートによりせん断補強された RC はりの載荷試験を行い，その結果をもとに RC

はりのせん断耐荷機構を考察する。 
 3.2 節では，RC はりの載荷試験の概要を示す。3.3 節では，試験結果として各供試体の破壊形式

や最大荷重，ひずみ分布や最大ひずみ等を示し，寸法効果や CFRP シートの貼り方の違いによる補

強効果の違いについて述べる。また，せん断力の分担割合，CFRP シートとコンクリート間の付着応

力，主鉄筋にかかる引張力のデータを示し，CFRP シートの剥離が RC はりのせん断耐荷機構にどの

ような影響を及ぼすかを考察する。3.4 節では，RC はりにおけるアーチ機構とビーム機構の推移に

ついて記す。3.5 節では，試験結果を 2 章に示した既往の設計式の計算結果と比較し，それぞれの設

計式の妥当性を検証する。3.6 節では，本章の考察をもとに，新たなせん断耐力評価方法の方針を述

べる。 
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3.2.試験概要 

3.2.1.供試体 

 供試体の概要を表 3.2.1.1 及び図 3.2.1.1～図 3.2.1.4 に示す。供試体は，有効高さ 600mm の小型

供試体，900mm の中型供試体，1200mm の大型供試体に分けられる。各寸法に対して，左右のせん

断スパンにスターラップを用いてせん断補強したものを「RC シリーズ」，右側のせん断スパンにス

ターラップを用いて，左側のせん断スパンに CFRP シートを用いてせん断補強したものを「CF シ

リーズ」と呼ぶ。さらに CF シリーズは，CFRP シートをはりに U 字型に巻きつけた「CF-U シリ

ーズ」，CFRP シートをはりの側面に貼り付けた「CF-I シリーズ」に分けられる。また，供試体 CF-
U600と同じ諸元を有し，CFRPシートの定着位置を上縁から 10cmまたは 20cmとしたものを「CFA
シリーズ」と呼ぶ。曲げ耐力ははり理論により，せん断耐力は二羽式 3-1)を用いた修正トラス理論に

より算出した。 
 CFRP シートでせん断補強した供試体は，シート曲げ部の応力集中を防ぐため，下面に半径 50mm
の面取りを行った。また，本試験では，CFRP シートの剥離が RC はり部材のせん断耐荷機構にど

のような影響を及ぼすかを考察することを目的としたため，シート端部には機械式定着を施してい

ない。CFRP シートの補強量は，せん断補強材の補強量比(P)に弾性係数(E)をかけた値(PE)が等しく

なるように設計した。 
 表 3.2.1.2～表 3.2.1.4 に本試験で使用したコンクリート，鉄筋，CFRP シートの材料特性を示す。

CFRP シートは，中弾性 A シートを使用した。 
 

表 3.2.1.1 供試体の種類 

供試体名 

有効 
高さ 補強 

方法 

CFRPシート
の積層数 

補強量比 
曲げ 
耐力※4 

せん断 
耐力 主鉄筋 

スター 
ラップ 

CFRP 
シート 

𝑑𝑑  
�mm� 

𝑛𝑛� 
(枚) 

 𝑃𝑃�※1 
�%� 

 𝑃𝑃�※2 
�%� 

 𝑃𝑃�※3 
�%� 

 
�kN� 

 
�kN� 

RC-1200 
1200 
(大型) 

スターラップ － 1.9 0.16 － 4167 2453 
CF-U1200 シートＵ字 2 1.9 － 0.087 4176 － 

CF-I1200 シート側面 2 1.9 － 0.087 4122 － 

RC-900 
900 

(中型) 

スターラップ － 1.9 0.16 － 2378 1446 
CF-U900 シートＵ字 2 1.9 － 0.087 2367 － 

CF-I900 シート側面 2 1.9 － 0.076 2378 － 

RC-600 

600 
(小型) 

スターラップ － 1.9 0.16 － 1013 633.0 
CF-U600 シートＵ字 1 1.9 － 0.082 972.8 － 

CF-I600 シート側面 1 1.9 － 0.082 967.5 － 

CFA10 シートU字 

（定着長-10㎝） 
1 1.9 － 0.082 975.3 － 

CFA20 シートU字 

（定着長-20㎝） 
1 1.9 － 0.082 986.3 － 

※1： 𝑃𝑃�＝ 𝐴𝐴�/�𝑏𝑏 �𝑑𝑑� （ 𝐴𝐴�:主鉄筋断面積，𝑏𝑏 �:ウェブ幅，𝑑𝑑:有効高さ） 
※2： 𝑃𝑃ｗ＝ 𝐴𝐴ｗ/�𝑏𝑏� 𝑠𝑠 �（ 𝐴𝐴�:スターラップ断面積，𝑏𝑏 �:ウェブ幅，s:スターラップ間隔）※3： 𝑃𝑃ｗ＝

 2𝑛𝑛� 𝑡𝑡�𝑏𝑏�/�𝑏𝑏� 𝑠𝑠�� （ 𝑡𝑡�:シートの厚さ，𝑏𝑏 �:ウェブ幅，𝑏𝑏�:シート幅， 𝑠𝑠�:シート間隔） 

※4：曲げ耐力は，せん断耐力���と比較するため，終局時の荷重�𝑃𝑃�の半分�� � 𝑃𝑃/2�で表記した。 
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(mm) 
図 3.2.1.1 供試体図面（大型供試体） 

(mm) 

図 3.2.1.2 供試体図面（中型供試体） 

 

(mm)図

3.2.1.3 供試体図面（小型供試体） 
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(mm) 

図 3.2.1.4 供試体図面（CFA10,CFA20） 
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表 3.2.1.2 コンクリートの材料特性 

供試体名 

コンクリート 

圧縮強度 弾性係数 

𝑓𝑓′� 
�N/mm2� 

𝐸𝐸� 
�N/mm2� 

RC-1200 44.5 27.02 
CF-U1200 45.4 27.84 
CF-I1200 40.5 26.99 
RC-900 44.4 28.14 
CF-U900 42.5 26.39 
CF-I900 42.5 26.46 
RC-600 38.2 25.40 
CF-U600 37.4 25.69 
CF-I600 35.8 25.03 
CFA10 31.9 22.06 
CFA20 31.8 22.67 

 

表 3.2.1.3 鉄筋と CFRP シートの材料特性（RC，CF-U,CF-I） 

材料の種類 
断面積 

�mm2� 
弾性係数 

�kN/mm2� 
降伏強度 

�N/mm2� 
引張強度 

�N/mm2� 

鉄筋 

D10 71.33 190.5 341.4 558.2 
D13※2 126.7 - 406.0 574.0 
D25 506.7 191.5 367.5 592.5 
D29 642.4 197.7 384.0 565.3 
D38 1140 191.6 388.2 561.7 

CFRP シート※1 中弾性 A 0.163※3 
417.8 

（440） 
- 

3264 
（2400） 

※1：（ ）内は，保証値を示す 

※2：D13 は，引張試験未実施のため，材料特性はミルシートの値を採用 

※3：単位幅あたりの断面積（＝シートの厚さ𝑡𝑡�） 

 

表 3.2.1.4 鉄筋と CFRP シートの材料特性（CFA） 

材料の種類 
断面積 

�mm2� 
弾性係数 

�kN/mm2� 
降伏強度 

�N/mm2� 
引張強度 

�N/mm2� 
鉄筋 

D25 506.7 196.1 383.3 594.6 
D29 642.4 198.7 378.0 584.8 

CFRP シート※1 中弾性 A 0.163※2 
458.9 

（440） 
- 

3233 
（2400） 

※1：（ ）内は，保証値を示す 

※2：単位幅あたりの断面積（＝シートの厚さ𝑡𝑡�） 
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3.2.2.載荷試験概要及び測定項目 

 載荷試験は，図 3.2.2.1 及び写真 3.2.2.1 に示すとおり，2 点単純支持，2 点載荷で行った。載荷装

置は，30MN 大型構造部材万能試験機および大型構造物繰返し載荷試験装置を用いた。載荷の際，

斜めひび割れ発生前後に 1〜3 回の除荷を行い，その後単調に載荷し破壊に至らしめた。また，荷重

とともに変位，主鉄筋，スターラップ，コンクリート，シートのひずみを測定した。 
 

 
図 3.2.2.1 載荷試験の概要（CF-U1200） 

 

 
写真 3.2.2.1 載荷試験の状況（RC-1200） 
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3.3.試験結果 

3.3.1.破壊形式及び最大荷重 

表 3.3.1.1 に，各供試体の破壊形式及び最大荷重，最大せん断力を示す。図 3.3.1.1 に載荷試験で

生じた代表的な破壊形式を，図 3.3.1.2 に各供試体の荷重変位曲線を示す。 
 まず，破壊形式を比較する。RC シリーズの破壊形式は，3 体とも図 3.3.1.1(a)に示すようなせん

断圧縮破壊であった。CF シリーズの破壊形式は，大型・中型供試体の場合，図 3.3.1.1(b),(c)に示す

とおり，CFRP シートの剥離により斜め引張破壊が生じた。図中の点線範囲は，CFRP シートの剥

離範囲を示している。U 字に補強した CF-U シリーズでは，斜めひび割れより上部が剥離し，側面

のみを補強した CF-I シリーズでは載荷点側がひび割れの上部，支点側が斜めひび割れの下部で剥離

した。CF-U600 の場合は，シートが剥離する前に主鉄筋が降伏し，曲げ引張破壊となった。CF-I600
は，CFRPシートが剥離する前に破断し，斜め引張破壊となった。定着長を短くしたCFA10とCFA20
は，ともにシートの剥離が起こったが，CFA10 はシートの剥離後直ちに斜め引張破壊が起きたのに

対し，CFA20 は全てのシートが剥離した後直ちに破壊に至ることがなく，荷重と変位が増加した(図
3.3.1.2)。変位が増加したのちに純曲げ区間においてコンクリートが圧壊し，曲げ圧縮破壊のような

性状となった。 
 次に，最大荷重を比較する。表 3.3.1.1 より，CFRP シートの剥離により破壊した大型・中型供試

体の最大荷重は，CF-U シリーズの方が CF-I シリーズより 20%程度大きくなった。したがって，

CFRP シートを側面のみに補強するよりも U 字に補強した方が CFRP シートの剥離が発生しにく

く，せん断補強効果が高いといえる。この結果は，過去に報告された結果 3-2)と一致している。RC シ

リーズと CF シリーズを比較すると，小型供試体では CF シリーズの最大荷重が RC シリーズを大

きく上回っているのに対し，大型・中型供試体では CF シリーズの最大荷重が RC シリーズと同程

度かやや下回っている。したがって，CFRP シートの補強量比が同じでも寸法が異なると CFRP シ

ートが負担できるせん断力の大きさに違いが出ることが推察される。寸法と CFRP シートが受け持

つせん断力の関係については，3.3.2 で詳しく述べる。定着長を短くした CFA シリーズは，端部ま

で定着したものと比べ最大荷重が小さくなっている。したがって，シートの定着長がせん断耐力に

大きく影響していることがわかる。CFA20 は，シートの剥離後直ちに破壊に至らなかった。その理

由は，斜めひび割れが発生するまでにコンクリートが受け持つせん断力と斜めひび割れ発生後に

CFRP シートが受け持つせん断力を足し合わせても，コンクリートのアーチ耐力を下回っていたこ

とが考えられる。したがって，シートが剥離した後もアーチ耐力に達するまで荷重と変位が伸び続

けたと推察される。 
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表 3.3.1.1 破壊形式と最大荷重，最大せん断力 

供試体名 破壊形式 
最大荷重 

kN  
最大せん断力 

kN  

RC-1200 せん断圧縮 3369.6 1684.8 
CF-U1200 シート剥離 3540.8 1770.4 
CF-I1200 シート剥離 2953.8 1476.9 
RC-900 せん断圧縮 2215.7 1107.9 
CF-U900 シート剥離 2061.1 1030.5 
CF-I900 シート剥離 1749.9 874.9 
RC-600 せん断圧縮 912.5 456.3 
CF-U600 曲げ引張 1212.4 606.2 
CF-I600 シート破断 1128.9 564.4 
CFA10 シート剥離 1002.5 501.2 
CFA20 シート剥離→曲げ圧縮 844.9 422.4 

 

 

図 3.3.1.1 代表的な破壊形式 
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図 3.3.1.2 荷重変位曲線 
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3.3.2.シートのひずみと寸法効果 

図 3.3.2.1 は，CF-U1200 において，せん断スパン中央付近に配置された CFRP シートの高さ方

向のひずみ分布を表したものである。図には，写真から読み取った斜めひび割れの発生位置が破線

で示されている。751.8kN は，コンクリートに斜めひび割れが入った直後の作用せん断力であり，

1770.4kN は，終局直前の作用せん断力である。ひずみ分布の変化から，CFRP シートで補強した

RC はりは以下のような過程を経て破壊することがわかる。すなわち，まずコンクリートに斜めひび

割れが発生すると，ひび割れ付近で CFRP シートのひずみが増加する。その後荷重が増加するにつ

れひび割れ付近のひずみは増加していく。ひずみがある程度増加すると，CFRP シートの剥離が発

生し，斜めひび割れ位置から端部に向かって進展していく。図 3.3.2.1 において，下端から

450mm~1100mm の位置に着目すると，荷重が増加していくと CFRP シートのひずみが一定の領域

が現れ，その領域が徐々に広くなっていることから読み取れる。剥離している領域が CFRP シート

の自由端（U 字補強では上端，側面補強では上下両端）まで到達すると，CFRP シートが完全に剥

離し，終局状態に至ると考えられる。以下，混同を防ぐため，初めに斜めひび割れ位置付近で CFRP
シートの剥離が発生することを局所剥離，剥離領域が CFRP シート全体に進展し，完全に剥がれる

ことを全体剥離と呼ぶ。せん断耐力評価においては，この性状をモデル化することが重要であると

考える。 
 次に，CFRP シートが全体剥離したときの最大ひずみを比較する。図 3.3.2.2 は，CFRP シート補

強した大型・中型・小型供試体について，CFRP シートの全体剥離または破断が生じた際の，斜め

ひび割れ付近の最大ひずみを比較したものである。なお，供試体 CF-U600 については，シートの剥

離，破断が生じなかったため，最大荷重時の最大ひずみとした。また，CF-U シリーズの下端部近く

ではひずみが他の場所に比べ大幅に大きくなっている場合が見られたが，これは下端部で CFRP シ

ートを曲げたことによる面外変形の影響が強く表れているものとして対象から除外した。結果を比

較すると，大型・中型供試体については，全体剥離時の有効ひずみが概ね同じ値になっている。すな

わち，CFRP シート，コンクリートの材料特性，シートの補強量比，積層数が変わらなければ，寸

法が変わっても全体剥離するときの CFRP シートひずみの値は変わらないと言える。小型・中型・

大型供試体の最大ひずみを比較すると，小型供試体が最も大きくなっている。小型・中型・大型供試

体の CFRP シートの材料特性は等しく，補強量比もほぼ等しい。異なるのは CFRP シートの積層数

である。型供試体では積層数を 1，中型・大型供試体では積層数を 2 としている。この違いが終局時

の最大ひずみの差につながっていると考えられる。すなわち，CFRP シートの積層数を増やすと付

着応力が大きくなることで剥離が発生しやすくなり，CFRP シートが負担できるせん断力が小さく

なると推察される。現在提案されているせん断耐力式では補強量比は考慮されているが，シートの

厚さと積層数の影響は，一切考慮されていない。せん断耐力を予測する上で，これらを重要なパラ

メータとして認識すべきである。 
 ここまでの考察から，コンクリートの寸法と CFRP シート補強したときのせん断耐力の関係を整

理すると，寸法が大きくなることによるせん断耐力への直接的な影響はないと考えられる。一方で，

寸法が大きくなると，必要な CFRP シートの補強量が多くなり，積層数が多くなる。積層数が多く

なると小さいひずみで剥離が発生するため，シートが負担できるせん断力が小さくなる。したがっ

て，CFRP シートによりせん断補強した RC はりのせん断耐力には，広い意味での寸法効果がある

と言える。
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図 3.3.2.1 高さ方向ひずみ分布（CF-U1200） 

 

 
図 3.3.2.2 最大ひずみの比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

36



3.3.3.せん断力の分担割合 

本項では，試験から得られたスターラップ，CFRP シートのひずみからそれぞれが受け持つせん

断力を算出し，せん断力の分担割合の変化を考察する。まず，斜めひび割れと交差するスターラッ

プ及び CFRP シート 1 本が負担するせん断力𝑉𝑉��及び𝑉𝑉��は，以下の式で求められる。 
𝑉𝑉�� � 𝜀𝜀�� ∙ 𝐸𝐸� ∙ 𝐴𝐴� (式3.3.3.1)  
𝑉𝑉�� � 𝜀𝜀�� ∙ 𝐸𝐸� ∙ 𝐴𝐴� (式3.3.3.2)  

ここに， 
  𝜀𝜀��, 𝜀𝜀��：斜めひび割れと交差する位置のスターラップ，シートのひずみ 
  𝐸𝐸�, 𝐸𝐸�  ：スターラップ，シートの弾性係数 
  𝐴𝐴�, 𝐴𝐴� ：スターラップ，シートの断面積 
 
スターラップ，CFRP シート全体が受け持つせん断力は，(式 3.3.3.1), (式 3.3.3.2)で求めた値を，

斜めひび割れと交差する全てのスターラップ，シートにおいて足し合わせることで求められる。す

なわち，以下の式で求められる。 

𝑉𝑉� ��𝑉𝑉��
�

���
 (式3.3.3.3)  

𝑉𝑉� ��𝑉𝑉��
�

���
 (式3.3.3.4)  

 
(式 3.3.3.3), (式 3.3.3.4)により求めた負担せん断力を全体の作用せん断力から差し引くことで，コ

ンクリートが負担するせん断力𝑉𝑉�を求めることができる。このようにして求めた各供試体のせん断

力分担割合を図 3.3.3.1～図 3.3.3.2 に示す。 
 RC シリーズの分担割合に着目すると，斜めひび割れの発生後，𝑉𝑉�が急激に減少し，その後一定で

推移している。スターラップの降伏後は，𝑉𝑉�が再び増加に転じている。これは，スターラップの降伏

によってせん断抵抗機構がトラスからアーチへと変化することに起因していると考えらえる。CF シ

リーズでは，斜めひび割れ発生後，𝑉𝑉�の低下はほとんど見られず，𝑉𝑉�が緩やかに増加している。スタ

ーラップや CFRP シートのひずみの大きさはひび割れ幅に依存するので，シート補強には斜めひび

割れの開口を抑制する効果があると言える。斜めひび割れの発生後，RC シリーズと同じように𝑉𝑉�が
一定で推移し，作用せん断力がある値を超えると𝑉𝑉�が再び増加している。これは，CFRP シートの局

所剥離によってシートのひずみが増加しなくなり，それに伴い𝑉𝑉�が増加していくためだと考えられ

る。この結果から，スターラップの降伏と CFRP シートの局所剥離は見かけ上同じ機構にあること

が伺える。局所剥離が発生するタイミングを調べるため，次項で CFRP シートの付着応力を算出す

る。 
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図 3.3.3.1 せん断力分担割合（大型，中型供試体） 
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図 3.3.3.2 せん断力分担割合（小型供試体） 
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3.3.4.分担力と付着応力 

鉛直方向の力の釣合いから，ある区間におけるシートとコンクリートの間の付着応力𝜏𝜏は以下の式

で求めることができる。 

𝜏𝜏 � ��𝑡𝑡�𝐸𝐸� 𝑑𝑑𝑑𝑑�𝑑𝑑𝑑𝑑  (式3.3.4.1)  

ここに， 
  𝑑𝑑𝑑𝑑� 𝑑𝑑𝑑𝑑 ：シートのひずみ勾配 
 
シートのひずみ分布から，斜めひび割れとの交差部の付着応力を求め，さらに斜めひび割れと交

差している全てのシートの付着応力の平均値を算出し，平均付着応力とする。求めた平均付着応力

と，(式 3.3.3.4)で求めた𝑉𝑉�を比較したものを図 3.3.4.1 に示す。縦軸のスケールを調整し，𝑉𝑉�と平均

付着応力を比較すると，全ての供試体で共通する特徴が見られる。斜めひび割れが発生すると，𝑉𝑉�と
平均付着応力がともに増加し，ある値までは両者が同じ割合で増加していく。しかし，ある値を超

えると，両者は乖離していく。この乖離が始まる点において局所剥離が始まっていると考えられる。 
 

 
図 3.3.4.1 平均付着応力と𝑉𝑉�の関係 
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 図 3.3.4.2 は，供試体 CF-U1200 において，平均付着応力の変化とシートの高さ方向ひずみ分布

を比較したものである。それぞれの図で同じマーカーが同じ荷重に対応している。作用せん断力が

1007.2𝑘𝑘𝑘𝑘のときは，ひずみ分布からまだシートが剥離していないことが読み取れる。このときの平

均付着応力は𝑉𝑉�と乖離していない。作用せん断力が 1251.2𝑘𝑘𝑘𝑘のときは斜めひび割れ付近のひずみ勾

配が緩やかになっており，シート剥離が徐々に始まっていることが読み取れる。このときの平均付

着応力は𝑉𝑉�の変化と乖離し，減少し始めている。それ以降はシートの剥離がさらに進み，それに伴い

平均付着応力も低下している。このことから，𝑉𝑉�の変化と平均付着応力の変化の乖離が始まる点が

局所剥離の開始点であることがわかる。 
 

 

図 3.3.4.2 平均付着応力の変化とひずみ分布の比較（CF-U1200） 

 
 図 3.3.4.1 より局所剥離の開始荷重を供試体ごとに比較すると，CF-U1200 と CF-I1200 はともに

1100𝑘𝑘𝑘𝑘程度で局所剥離が開始し，CF-U900 と CF-I900 はともに 600𝑘𝑘𝑘𝑘を少し超えたところで局所

剥離が開始している。したがって，U 字型補強した場合と側面補強した場合で，局所剥離が開始す

る点に変わりはなく，局所剥離から全体剥離に移行する過程で，補強方法の違いが表れているとい

える。 
 平均付着応力の変化と，図 3.3.3.2 で示したせん断力の分担割合の変化を比較すると，図 3.3.4.2

で局所剥離が発生している点と，図 3.3.3.2 で𝑉𝑉�が再び増加し始める点が概ね一致している。これに

より，シートの局所剥離以降，はりのせん断耐荷機構がアーチ機構へと変化していることが裏付け

られた。 
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3.3.5.主鉄筋の引張力の変化 

 図 3.3.5.19 に，主鉄筋のひずみゲージ位置を示す。次に主鉄筋の引張力の軸方向分布を比較する。

主鉄筋のひずみゲージ S1~S6 から得られたひずみからそれぞれ引張力を算出し，作用せん断力が増

えるにつれてそれぞれの位置における引張力がどのように変化するかを図 3.3.5.2～図 3.3.5.3 に示

す。 
 RC シリーズに着目すると，主鉄筋の引張力は曲げモーメントに比例するため，ビーム機構が成り

立つとすると，曲げモーメントが大きい載荷点付近では引張力が大きくなり，曲げモーメントが小

さい支点側では引張力が小さくなる。既往の研究 3-3)によると，せん断補強筋を有する RC はりでは，

斜めひび割れ発生後のビーム機構の割合が低下し，アーチ機構およびスターラップがせん断力を受

け持つトラス機構の割合が増加していく。RC-1200 に着目すると，斜めひび割れが発生する作用せ

ん断力である 600𝑘𝑘𝑘𝑘程度までは概ね理論通り引張力の差が開いている。しかしそれ以降は支点側の

引張力も増加し始め，載荷点側の引張力との差が開かなくなっている。この地点においては，主鉄

筋とコンクリート間の付着応力が増加しなくなり，アーチ機構へと徐々に移行しているといえる。

スターラップが降伏する 1100𝑘𝑘𝑘𝑘以降では，支点側の引張力がさらに増加し，載荷点側の引張力との

差が小さくなっている。したがって，スターラップの降伏後はアーチ機構の割合が比較的大きくな

っていることがわかる。CF シリーズでも同様の傾向が読み取れる。CF-U1200 を例に取ると，斜め

ひび割れが発生する前は載荷点側の引張力のみが増加しているが，斜めひび割れの発生後は支点側

の引張力も増加し，差が開かなくなっている。さらに，シートの局所剥離が発生する 1100𝑘𝑘𝑘𝑘以降は

支点側の引張力がさらに増加している。 
 以上のことからも，CFRP シート補強した RC はりのせん断耐荷機構を考える際，シートの局所

剥離はスターラップの降伏と同様の現象と考えることができるといえる。すなわち，シートの局所

剥離が発生し，剥離が進展する段階においてはりの耐荷機構におけるアーチ機構の割合が増加する。

したがって，シートでせん断補強した場合も，スターラップでせん断補強した場合と同様，終局状

態におけるせん断耐荷機構は，ビーム機構，トラス機構，アーチ機構の重ね合わせの状態であると

いうことができる。 
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図 3.3.5.1 主鉄筋ひずみゲージ位置 

高感度変位計 ひずみゲージ（コンクリート表面）  

ひずみゲージ（主鉄筋）  
ひずみゲージ（スターラップ）  ひずみゲージ（主鉄筋）  ひずみゲージ（スターラップ）  

ひずみゲージ（コンクリート表面）  高感度変位計 

高感度変位計 ひずみゲージ（コンクリート表面）  

ひずみゲージ（主鉄筋）  ひずみゲージ（スターラップ）  
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図 3.3.5.2 主鉄筋引張力の変化（大型，中型供試体） 
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図 3.3.5.3 主鉄筋引張力の変化（小型供試体） 
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3.4.RC はりにおけるアーチ機構とビーム機構の推移 

アーチ機構とビーム機構の概念は部材の挙動に対する考察には用いられており，中村・渡辺（2008）
3-4)は，主鉄筋のひずみから引張合力（𝑇𝑇）および圧縮合力作用位置（𝑦𝑦）の分布を推定し，𝑉𝑉�および

𝑉𝑉�の推移を算定する手法を提案している。岩本ら（2017）3-5)，Nakamura et al.（2018）3-6)は剛体ばね

モデル（RBSM）により得られた応力分布から，山田ら（2018）3-7)は分散ひび割れモデルに基づく有

限要素解析により得られた応力分布から，それぞれ𝑉𝑉�および𝑉𝑉�の推移を算定する手法を提案してい

る。 

実験に基づく手法では，𝑇𝑇および𝑦𝑦の分布を推定する必要があり，𝑉𝑉�および𝑉𝑉�の算出精度は𝑇𝑇および

𝑦𝑦の推定精度に依存することから，実験から厳密にその推移を導出することは困難であった。一方，

山田（2018；2019；2020）3-8), 3-9),3-10)は，鉄筋のひずみから𝑉𝑉�および𝑉𝑉�を算出するための理論解を示し

ている。鉄筋のひずみから𝑉𝑉�および𝑉𝑉�を算出するための理論的方法のうち微分方程式に基づく方法

を「微分法」と呼び，鉄筋のひずみエネルギーに基づく方法を「ひずみエネルギー法」と呼ぶ。本項

ではこれらの方法に基づく𝑉𝑉�および𝑉𝑉�の導出過程および「ひずみエネルギー法」に基づき算定され

た RC はりにおけるせん断耐荷機構寄与分の推移について記す。 

 
3.4.1.鉄筋のひずみに基づく耐荷機構の荷重寄与分の導出法 

(1) 微分法 

アーチ機構の荷重寄与率とビーム機構の荷重寄与率を以下のように定義する。 

𝑉𝑉� � 𝑉𝑉𝑃𝑃� (式3.4.1.1) 

𝑉𝑉� � 𝑉𝑉𝑃𝑃� (式3.4.1.2) 

ここに，𝑃𝑃�：アーチ機構の荷重寄与率，𝑃𝑃�：ビーム機構の荷重寄与率である．ただし，𝑃𝑃� � 𝑃𝑃� � 1を
満たす。 

4 点曲げ載荷の状態において断面内のモーメントは， 

𝑀𝑀��,�� � 𝑇𝑇���𝑦𝑦��� � 𝑉𝑉𝑥𝑥 (式3.4.1.3) 

であるから， 

𝑉𝑉 � 𝑇𝑇���𝑦𝑦���
𝑥𝑥  (式3.4.1.4) 

ビーム機構の定義式から， 

𝑉𝑉���� � 𝑦𝑦���
d𝑇𝑇���

d𝑥𝑥 � 𝑉𝑉𝑃𝑃� (式3.4.1.5) 

定義域において鉄筋の弾性係数と断面積が一定であることを仮定すると， 

𝑇𝑇��� � 𝐴𝐴�𝐸𝐸�𝜀𝜀��� (式3.4.1.6) 

以上を用いて整理すると，鉄筋のひずみに関する以下の 1 階線形常微分方程式を得る。 

d𝜀𝜀���
d𝑥𝑥 � 𝑃𝑃�

𝑥𝑥 𝜀𝜀��� � 0 (式3.4.1.7) 

ここで，以下の 1 階線形常微分方程式を考える。 

d𝜀𝜀���
d𝑥𝑥 � 𝑃𝑃���𝜀𝜀��� � ���� (式3.4.1.8) 
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この方程式の同次方程式は， 

d𝜀𝜀���
d𝑥𝑥 � 𝑃𝑃���𝜀𝜀��� � 0 (式3.4.1.9) 

である。𝜀𝜀��� � 𝐶𝐶𝑒𝑒����を仮定すると， 

𝐶𝐶 d𝐵𝐵���
d𝑥𝑥 𝑒𝑒���� � 𝐶𝐶𝑃𝑃���𝑒𝑒���� � 0 (式3.4.1.10) 

ここに，𝐶𝐶：任意定数である。 

この時， 

𝐵𝐵��� � ��𝑃𝑃���d𝑥𝑥 (式3.4.1.11) 

は同次方程式を満たす解である。考慮する非同次型方程式を満足するために，任意定数が𝑥𝑥の変数で

あることを仮定すると， 

𝜀𝜀��� � 𝐶𝐶���𝑒𝑒���� (式3.4.1.12) 

これを非同次型方程式に代入すると， 

d𝐶𝐶���
d𝑥𝑥 𝑒𝑒���� � 𝐶𝐶��� d𝐵𝐵���

d𝑥𝑥 𝑒𝑒���� � 𝐶𝐶���𝑃𝑃���𝑒𝑒���� � d𝐶𝐶���
d𝑥𝑥 𝑒𝑒���� � 𝑄𝑄��� (式3.4.1.13) 

この時， 

𝐶𝐶��� � �𝑒𝑒�����𝑄𝑄���d𝑥𝑥 � �𝑒𝑒�������𝑄𝑄���d𝑥𝑥 (式3.4.1.14) 

𝐵𝐵���および𝐶𝐶���を仮定した解に代入すると一般解は， 

𝜀𝜀��� � 𝑒𝑒�������� �� 𝑒𝑒�������𝑄𝑄���d𝑥𝑥 � 𝐶𝐶� (式3.4.1.15) 

解くべき式(式 3.4.1.7)において， 

𝑃𝑃��� � �𝑃𝑃�𝑥𝑥  (式3.4.1.16) 

𝑄𝑄��� � 0 (式3.4.1.17) 

であるから， 

𝜀𝜀��� � 𝐶𝐶𝑒𝑒�� ��� � 𝐶𝐶𝑥𝑥�� (式3.4.1.18) 

境界条件として，2 点間のひずみを以下のように与える。 

𝜀𝜀������ � 𝜀𝜀���� (式3.4.1.19) 
𝜀𝜀������ � 𝜀𝜀���� (式3.4.1.20) 

以上を𝑃𝑃�について解くと， 

𝑃𝑃� � log
������

𝜀𝜀����
𝜀𝜀���� (式3.4.1.21) 

を得る。𝑃𝑃� � 1 � 𝑃𝑃�より， 

𝑃𝑃� � log
������

𝜉𝜉�
𝜉𝜉� � log

������
𝜀𝜀����
𝜀𝜀����

� log
������

𝜉𝜉�𝜀𝜀����
𝜉𝜉�𝜀𝜀���� (式3.4.1.22) 
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𝑃𝑃�および𝑃𝑃�を荷重寄与率の定義式に代入することで以下の式を得る。 

𝑉𝑉� � 𝑉𝑉 log
������

𝜉𝜉�𝜀𝜀����
𝜉𝜉�𝜀𝜀���� (式3.4.1.23) 

𝑉𝑉� � 𝑉𝑉 log
������

𝜀𝜀����
𝜀𝜀���� (式3.4.1.24) 

(式 3.4.1.23)および(式 3.4.1.24)は 4 点曲げ載荷状態における単鉄筋断面の RC 部材に対し微分法を

適用することで定式化された式である。載荷状態が異なる場合や，多段配筋断面に対しては 1 階の

n 元非線形微分方程式において𝑃𝑃�および𝑃𝑃�を同定する問題に帰着する 3-11)。2 点間のひずみに基づき

𝑉𝑉�および𝑉𝑉�を算定できる点は微分法の利点であるが，より簡便に，一般的な RC 部材の𝑉𝑉�および𝑉𝑉�を
算定する手法として後述のひずみエネルギー法が提案された。 

 

(2) ひずみエネルギー法 

図 3.4.1.1 に示す任意の荷重が作用したはりにおいて，引張主鉄筋に生じるひずみも各耐荷機構の

寄与分に分解することが可能である。全荷重の作用により鉄筋にひずみが生じた状態を考えると，

はり軸方向に対する支点位置からのひずみの変化量は，鉄筋のひずみから支点位置のひずみを差し

引くことで得られたひずみと等しい。このひずみは軸方向合力の変化により生じたものであり，前

述の定義により，ビーム機構寄与分の作用により生じたひずみ（𝜀𝜀�）であると考えられる。一方，支

点位置のひずみははり軸方向に一様の値を示すため，軸方向合力の変化に寄与しないことから，こ

れがアーチ機構寄与分の作用により生じたひずみ（𝜀𝜀�）であると考えられる。 

鉄筋は軸方向にのみ荷重を伝達することを仮定すると，全荷重が鉄筋に蓄積した軸方向ひずみエ

ネルギーに対する𝑉𝑉�および𝑉𝑉�が鉄筋に蓄積した軸方向ひずみエネルギーの比が耐荷機構の寄与率を

表すと考えられる。すなわち， 

𝑃𝑃� � 𝑈𝑈�
𝑈𝑈   (式3.4.1.25) 

𝑃𝑃� � 𝑈𝑈�
𝑈𝑈   (式3.4.1.26) 

ここに，𝑃𝑃�：アーチ機構の荷重寄与率，𝑃𝑃�：ビーム機構の荷重寄与率，𝑈𝑈�：𝑉𝑉�が鉄筋に蓄積した軸方

向ひずみエネルギー，𝑈𝑈�：𝑉𝑉�が鉄筋に蓄積した軸方向ひずみエネルギー，𝑈𝑈：全荷重が鉄筋に蓄積し

た軸方向ひずみエネルギーである。 

鉄筋の形状および材質が軸方向に対して一様であることを仮定すれば， 

𝑈𝑈� � 𝐸𝐸𝐸𝐸
2
� 𝜀𝜀�2
�

d𝑥𝑥  (式3.4.1.27) 

𝑈𝑈� � 𝐸𝐸𝐸𝐸
2
� 𝜀𝜀�2
�

d𝑥𝑥  (式3.4.1.28) 

ここに，𝐸𝐸：鉄筋の弾性係数，𝐴𝐴：鉄筋の公称断面積である。 

従って，耐荷機構寄与分は以下の式で与えられる。 
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図 3.4.1.1 ひずみエネルギーに基づく耐荷機構分解手法 

 

𝑉𝑉� � 𝑉𝑉 �� 𝜀𝜀�2
�

d𝑥𝑥 � 𝜀𝜀2
�

d𝑥𝑥� �  (式3.4.1.29) 

𝑉𝑉� � 𝑉𝑉 �� 𝜀𝜀�2
�

d𝑥𝑥 � 𝜀𝜀2
�

d𝑥𝑥� �  (式3.4.1.30) 

ここに，𝜀𝜀：全荷重の作用により生じた鉄筋の軸方向ひずみである。 

(式 3.4.1.29)および式(式 3.4.1.30)は荷重状態に依存しないため，本手法の適用によりあらゆる荷重

状態のはりに対しても𝑉𝑉�および𝑉𝑉�が推定可能である。なお，微分法との整合性については既往の研

究 3-10)にて確認されている。 
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3.4.2.RC はりにおけるせん断耐荷機構寄与分の推移 

ここでは，はりの寸法，せん断補強筋の有無，シートの補強方法が𝑉𝑉�および𝑉𝑉�の推移に及ぼす影響

を把握するために，図 3.4.2.1 に再掲する RC はりを𝑉𝑉�および𝑉𝑉�の算定対象とした。諸元の詳細につ

いては表 3.2.1.1 に示した通りである。 

表 3.4.2.1 および図 3.4.2.2 にひずみエネルギー法による𝑉𝑉�および𝑉𝑉�の算定結果を示す。いずれの

ケースについても，𝑉𝑉�がそのピーク値を超えた後から𝑉𝑉�が発現し，𝑉𝑉�のピーク到達時と作用荷重のピ

ーク到達時が対応していることが確認できる。2.3.2.で述べた通り，斜めひび割れの発生と開口に伴

い，ひび割れ面上に伝達される応力は低減する。応力の低減に伴い，斜めひび割れを生じた区間に

おける圧縮合力の変化量も減少する。その結果として，圧縮合力の反力である引張合力の変化量も

減少することとなるため，斜めひび割れの開口に伴い，アーチ機構が卓越したものと考えられる。

同一の寸法を有するケースでは，FRP シートの有無にかかわらず，𝑉𝑉�のピーク値は概ね等しいこと

から，シートの存在が斜めひび割れ発生荷重に対する影響は小さいものと考えられる 3-12)。 

 

 

  
(a) RC-600 (b) CF-I600，CF-U600 

  
(c) RC-900 (d) CF-I900，CF-U900 

 
(e) RC-1200 (f) CF-I1200，CF-U1200 

図3.4.2.1 RCはり試験体の形状および寸法(mm) 
 

表 3.4.2.1 はりの諸元と𝑉𝑉�および𝑉𝑉�の算定結果 
Name fc sy fy 2Va 2Vb 2V 

RC-600 24.8 1792 - 678.8 442.7 926.1 
CF-U600 37.4 - 7699 643.4 578.1 1212.4 
CF-I600 35.8 - 7699 832.8 599.8 1128.9 
RC-900 44.4 1792 - 1700.3 842.2 2215.7 

CF-U900 42.5 - 7699 1295.4 1035.3 2061.1 
CF-I900 42.5 - 7699 1480.8 963.0 1749.9 
N-1200 42.7 2030 - 2885.5 1262.5 3369.6 

CF-U1200 45.4 - 7699 2671.4 1629.6 3540.8 
CF-I1200 40.5 - 7699 2217.9 1553.8 2953.8 

fcコンクリート圧縮強度N/mm²，sy：せん断補強筋の降伏ひずみ（），fy：FRP シートの終局ひずみ（），2Vf：終局耐力（kN），

2Vb：ビーム機構の耐力（kN），2Va：アーチ機構の耐力（kN） 
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(a) RC-600 (b) CF-I600 (c) CF-U600 

  
(d) RC-900 (e) CF-I900 (f) CF-U900 

  
(g) RC-1200 (h) CF-I1200 (i) CF-U1200 

図3.4.2.2 全荷重に対するVaおよびVbの推移 
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また，𝑉𝑉�のピーク荷重と 3.3.5.に示した主鉄筋の各位置に作用する引張力の差異が小さくなる荷

重レベルが対応していることに加え，有効高さが 900 mm～1200 mm のケースについてはこの値が

3.3.4.から推定されるシートの局所剥離発生時における荷重レベルと概ね一致することも確認でき

る。有効高さが 600 mm のケース（CF-I600，CF-U600）では，せん断スパン内におけるシートの補強

面積が相対的に大きいことから平均付着応力も相対的に大きく，局所剥離の発生が斜めひび割れの

発生以降にシフトした結果，局所剥離発生時の荷重が𝑉𝑉�のピーク荷重より大きくなったものと考え

られる。3.3.3.に示したせん断補強筋とシート以外が分担する荷重（𝑉𝑉�）については，𝑉𝑉�のピーク値

到達以降における𝑉𝑉�および𝑉𝑉�のコンクリート寄与分に相当するものと考えられる。 

𝑉𝑉�のピーク値以前において，2𝑉𝑉�と作用荷重（2𝑉𝑉）は概ね一致していることから，2𝑉𝑉はビーム機構

のみにより受け持たれており，再載荷時の履歴からも耐荷機構には可逆性を有していることが確認

できる。このように，𝑉𝑉�のピーク値を限界状態に対応する工学的指標として設定することにより，

部材の挙動に可逆性を有する限界状態を合理的に評価し得るものと考えられる。 
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3.5.既存の耐力式との比較 

 CFRP シート補強した 8 体の供試体について，既存の耐力式（土木学会式 3-13)，子田式 3-14)，ACI
式 3-15)Triantafillou3-16)，Khalifa3-17)）で計算した結果と，実際のせん断耐力を比較し，それぞれの耐力

式の妥当性を検証する。なお，計算にあたって，安全係数は全て 1.0 とした。 
 表 3.5.1 は，土木学会式 3-13)によるせん断耐力の計算結果，図 3.5.1 はその値を実験値と比較した

ものである。大型，中型供試体のせん断耐力は，計算値が実験値より大きくなっている。これは，土

木学会式が CFRP シートを部材に全周巻き付け，または巻き付けていない場合には，機械式定着等

で端部を完全に定着させた状態を想定しているためと考えられる。今回のように U 字または側面の

みにシートを貼り付け，機械式定着を施していない場合は，土木学会式で計算するとせん断耐力を

過大に評価する傾向にある。 
 

 
表 3.5.1 土木学会式による計算結果 

 
 

供試体 せん断耐力 実験値(kN) 計算値(kN) 実験値/計算値

Vc 852.0 607.9 1.40

Vf 918.4 1421.2 0.65

V=Vc+Vf 1770.4 2029.1 0.87

Vc 628.8 585.2 1.07

Vf 848.1 1421.2 0.60

V=Vc+Vf 1476.9 2006.4 0.74

Vc 441.6 359.5 1.23

Vf 589.0 799.4 0.74

V=Vc+Vf 1030.6 1158.9 0.89

Vc 461.6 359.5 1.28

Vf 413.3 799.4 0.52

V=Vc+Vf 874.9 1158.9 0.75

Vc 270.5 169.4 1.60

Vf 335.7 333.1 1.01

V=Vc+Vf 606.2 502.5 1.21

Vc 285.9 167.0 1.71

Vf 278.5 333.1 0.84

V=Vc+Vf 564.4 500.1 1.13

Vc 228.5 160.7 1.42

Vf 272.7 329.9 0.83

V=Vc+Vf 501.2 490.6 1.02

Vc 200.4 160.5 1.25

Vf 222.0 329.9 0.67

V=Vc+Vf 422.4 490.4 0.86

CF-U900

CF-I1200

CF-U1200

CF-I900

CFA20

CFA10

CF-I600

CF-U600
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図 3.5.1 実験値と土木学会式の比較 
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表 3.5.2 は，子田ら 3-14)が提案した手法（以下，「子田式」）でせん断耐力を計算した結果，図 3.5.2

はその値を実験値と比較したものである。子田式は，CFRP シートを U 字に補強した場合の耐力式

であるため，CF-U シリーズ及び CFA シリーズと比較した。なお，子田式で定義されているコンク

リートの抵抗領域は3.7mmとし，有効付着長𝐿𝐿�は佐藤ら 3-19)により提案されている以下の(式 3.5.1)を

用いて計算した。 
 

𝐿𝐿� � 1.89�𝑛𝑛�𝑡𝑡�𝐸𝐸���.�� (式3.5.1)  
 
ここに， 

𝑛𝑛� ：シートの積層数 
𝑡𝑡� ：シートの厚さ���� 
𝐸𝐸� ：シートのヤング係数����� 

 
 子田式のせん断耐力の算定精度は，土木学会式よりも高く，特に CF-U1200 と CF-U900 では計

算値と実験値が高い精度で一致した。しかし，終局時のシートひずみが実際より低く出ており，最

終的な耐力としては一致しているが，分担割合としては𝑉𝑉�を実際より小さく評価している可能性が

ある。また，定着長の違いによる耐力の差は評価できていない。 
 

表 3.5.2 子田式による計算結果 

 
 
 
 

供試体 せん断耐力 実験値(kN) 計算値(kN) 実験値/計算値

Vc 852.0 826.0 1.03
Vf 918.4 935.7 0.98

V=Vc+Vf 1770.4 1761.6 1.00
Vc 441.6 488.4 0.90
Vf 589.0 515.0 1.14

V=Vc+Vf 1030.6 1003.4 1.03
Vc 270.5 230.2 1.18
Vf 335.7 300.5 1.12

V=Vc+Vf 606.2 530.7 1.14
Vc 228.5 218.3 1.05
Vf 272.7 302.0 0.90

V=Vc+Vf 501.2 520.3 0.96
Vc 200.4 218.1 0.92
Vf 222.0 302.0 0.74

V=Vc+Vf 422.4 520.1 0.81
CFA20

CFA10

CF-U600

CF-U900

CF-U1200
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図 3.5.2 実験値と子田式の比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※子田式は U字型補強の耐力式であるため CF-I シリーズは計算できない 
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 表 3.5.3 は，ACI440.2R-083-15)のせん断耐力式で計算した結果，図 3.5.3 は実際のせん断耐力を比

較したものである。なお，𝑉𝑉�については，ACI318R-053-17)で示されている以下の(式 3.5.2)を用いて算

出した。 

𝑉𝑉� � �1.9�𝑓𝑓�� � 2500𝑝𝑝� 𝑉𝑉�𝑑𝑑𝑀𝑀�
� 𝑏𝑏�𝑑𝑑  (式3.5.2)  

ここに， 
𝑓𝑓�� ：コンクリート圧縮強度(N/mm²) 
𝑝𝑝� ：引張鉄筋比 
𝑉𝑉� ：作用せん断力(kN) 
𝑑𝑑 ：有効高さ(mm) 
𝑀𝑀� ：作用曲げモーメント(kNm) 
𝑏𝑏� ：シートの幅(mm) 

 
 ACI のせん断耐力の算定結果は，供試体 CF-I1200 を除き，計算値が実験値を下回る結果となっ

た。CF-I1200 で計算値が大きくなった理由としては，(式 3.5.2)が寸法効果を考慮していないため，

𝑉𝑉�を過大評価していることが考えられる。全体として，CF-U シリーズと CF-I シリーズのせん断耐

力の差が実験値よりも計算値は小さくなっている。以上から，ACI 設計式は，全体として安全側に

せん断耐力を評価できるが，U 字型補強と側面補強の差を正しく評価できないと言える。 
 

表 3.5.3 ACI440.2R-08 による計算結果 

 

供試体 せん断耐力 実験値(kN) 計算値(kN) 実験値/計算値

Vc 852.0 867.9 0.98
Vf 918.4 746.4 1.23

V=Vc+Vf 1770.4 1614.3 1.10
Vc 628.8 825.4 0.76
Vf 848.1 677.2 1.25

V=Vc+Vf 1476.9 1502.7 0.98
Vc 441.6 474.2 0.93
Vf 589.0 399.0 1.48

V=Vc+Vf 1030.6 873.2 1.18
Vc 461.6 474.2 0.97
Vf 413.3 387.8 1.07

V=Vc+Vf 874.9 862.0 1.01
Vc 270.5 199.3 1.36
Vf 335.7 220.3 1.52

V=Vc+Vf 606.2 419.6 1.44
Vc 285.9 195.5 1.46
Vf 278.5 200.0 1.39

V=Vc+Vf 564.4 395.6 1.43
Vc 228.5 186.0 1.23
Vf 272.7 206.8 1.32

V=Vc+Vf 501.2 392.8 1.28
Vc 200.4 185.8 1.08
Vf 222.0 206.3 1.08

V=Vc+Vf 422.4 392.1 1.08

CF-U1200

CF-I1200

CF-U900

CF-I900

CF-U600

CF-I600

CFA10

CFA20
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図 3.5.3 実験値と ACI 式の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

58



表 3.5.4 は，Triantafillou3-16)によるせん断耐力の計算結果，図 3.5.4 はその値を実験値と比較した

ものである。なお，𝑉𝑉�については，Eurocode2 式 3-18)で示されている以下の(式 3.5.3)を用いて算出し

た。 
 

𝑉𝑉� � 𝜏𝜏��𝑘𝑘�1.2 � 40𝜌𝜌�� 𝑏𝑏�𝑑𝑑 (式3.5.3)  
ここに， 

𝜏𝜏��： 設計せん断強度(N/mm²) 
𝑘𝑘 ： 1.6－d＜1 
𝜌𝜌� ：引張鉄筋比 
 

Triantafillou によるせん断耐力の計算結果は，全ての供試体で計算値が実験値を下回る結果となっ

ており，安全側に評価しているが，𝑉𝑉�はやや危険側に評価する場合があり正しく評価できないと言

える。 
 

表 3.5.4  Triantafillou による計算結果 

 

供試体 せん断耐力 実験値(kN) 計算値(kN) 実験値/計算値

Vc 852.0 555.1 1.53

Vf 918.4 896.8 1.02
V=Vc+Vf 1770.4 1451.9 1.22

Vc 628.8 609.2 1.03

Vf 848.1 859.3 0.99
V=Vc+Vf 1476.9 1468.5 1.01

Vc 441.6 333.4 1.32
Vf 589.0 492.2 1.20

V=Vc+Vf 1030.6 825.6 1.25

Vc 461.6 333.4 1.38
Vf 413.3 492.2 0.84

V=Vc+Vf 874.9 825.6 1.06
Vc 270.5 144.1 1.88
Vf 335.7 202.7 1.66

V=Vc+Vf 606.2 346.8 1.75
Vc 285.9 143.5 1.99

Vf 278.5 199.4 1.40
V=Vc+Vf 564.4 342.9 1.65

Vc 228.5 146.4 1.56

Vf 272.7 199.1 1.37
V=Vc+Vf 501.2 345.5 1.45

Vc 200.4 132.3 1.51
Vf 222.0 198.8 1.12

V=Vc+Vf 422.4 331.1 1.28

CF-I900

CF-U900

CF-I1200

CF-U1200

CF-I600

CF-U600

CFA20

CFA10
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図 3.5.4 実験値と Triantafillou 式の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60



表 3.5.5 は，Khalifa によるせん断耐力の計算結果，図 3.5.5 はその値を実験値と比較したものであ

る。なお，𝑉𝑉�については，ACI318R-053-20)で示されている以下の(式 3.5.4)を用いて算出した。 
 

𝑉𝑉� � �1.9�𝑓𝑓�� � 2500𝑝𝑝� 𝑉𝑉�𝑑𝑑𝑀𝑀�
� 𝑏𝑏�𝑑𝑑  (式3.5.4)  

ここに， 
𝑓𝑓�� ：コンクリート圧縮強度(N/mm²) 
𝑝𝑝� ：引張鉄筋比 
𝑉𝑉� ：作用せん断力(kN) 
𝑑𝑑 ：有効高さ(mm) 
𝑀𝑀� ：作用曲げモーメント(kNm) 
𝑏𝑏� ：シートの幅(mm) 

 

Khalifa3-17)によるせん断耐力の計算結果は，全ての供試体で計算値が実験値を下回る結果となった。 
全体として安全側にせん断耐力を評価できるが，供試体の種類毎で実験値と計算値のばらつきがあ

り必ずしも正しく評価できないと言える。 
 

表 3.5.5  Khalifa による計算結果 

 

供試体 せん断耐力 実験値(kN) 計算値(kN) 実験値/計算値

Vc 852.0 808.6 1.05
Vf 918.4 791.7 1.16

V=Vc+Vf 1770.4 1600.3 1.11
Vc 628.8 763.7 0.82
Vf 848.1 717.0 1.18

V=Vc+Vf 1476.9 1480.7 1.00
Vc 441.6 440.0 1.00
Vf 589.0 422.9 1.39

V=Vc+Vf 1030.6 862.9 1.19
Vc 461.6 440.0 1.05
Vf 413.3 410.0 1.01

V=Vc+Vf 874.9 850.0 1.03
Vc 270.5 183.5 1.47

Vf 335.7 232.7 1.44
V=Vc+Vf 606.2 416.2 1.46

Vc 285.9 179.5 1.59
Vf 278.5 210.0 1.33

V=Vc+Vf 564.4 389.5 1.45
Vc 228.5 169.4 1.35
Vf 272.7 218.6 1.25

V=Vc+Vf 501.2 388.0 1.29

Vc 200.4 169.2 1.18
Vf 222.0 218.2 1.02

V=Vc+Vf 422.4 387.4 1.09

CF-U1200

CF-I1200

CF-U900

CF-I900

CF-U600

CF-I600

CFA10

CFA20
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図 3.5.5 実験値と Khalifa 式の比較 
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以上を踏まえて，せん断耐力の実験値と既存の耐力式（土木学会式 3-13)，子田式 3-14)，ACI 式 3-15) ，

Triantafillou3-16)，Khalifa3-17)）で計算した計算値を表 3.5.7 に整理した。 

既存の耐力式は，特に土木学会式は大型供試体では危険側に評価する傾向にあること，その他評

価式は U 字型補強と側面補強の差を正しく評価できないこと， 𝑉𝑉�を危険側に評価する場合がある

こと等から，𝑉𝑉�を評価する既存式は，供試体の寸法差をはじめ，シートの厚さ，剛性，貼付け方法が

異なると正しくせん断耐力を評価できないため，より正確な評価式を提案する必要があると言える。 

 

 

表 3.5.6  せん断耐力 V�kN� 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木学会式 子田式 ACI式 Triantafillou Khalifa

CF-U1200 1770.4 2029.1 1761.6 1614.3 1451.9 1600.3

CF-I1200 1476.9 2006.4 ― 1502.7 1468.5 1480.7

CF-U900 1030.5 1158.9 1003.4 873.2 825.6 862.9

CF-I900 874.9 1158.9 ― 862.0 825.6 850.0

CF-U600 606.2 502.5 530.7 419.6 346.8 416.2

CF-I600 564.4 500.1 ― 395.6 342.9 389.5

CFA10 501.2 490.6 520.3 392.8 345.5 388.0

CFA20 422.4 490.4 520.1 392.1 331.1 387.4

17.0% 10.8% 14.1% 18.6% 14.0%

海外の既往研究

変動係数

せん断耐力
V (kN)

供試体 実験値

国内の既往研究
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3.6.せん断耐荷機構を踏まえたせん断耐力評価法の方針 

載荷試験を通じて，CFRP シートによりせん断補強した RC はりのせん断耐荷機構を考察した結

果，以下のことがわかった。 
 
 斜めひび割れの開口により，斜めひび割れ付近のシートひずみが増加し，ひずみがある程度まで

増加すると局所剥離が発生する。さらに荷重を加えると剥離は斜めひび割れ付近からシートの端

部に向けて進展していき，端部に達したときに全体剥離が起こり，RC はりがせん断破壊する。 
 RC はりの寸法が大きくなることによるシート補強の直接的な寸法効果は存在しない。ただし，

寸法が大きくなるとシートの必要積層数が増え，積層数が増えると剥離ひずみが小さくなりせん

断補強効果が落ちるという，広義の寸法効果（付着の寸法効果）が存在する。 
 シートの局所剥離は，スターラップの降伏と見かけ上同様の現象と捉えることができる。すなわ

ち，シートの局所剥離によってはりのせん断耐荷機構がトラス機構からアーチ機構へと移り変わ

り，それによりコンクリートが負担できるせん断力が増加する。 
 
以上のことを踏まえると，CFRP シートによりせん断補強された RC はりのせん断耐荷機構は以

下の図 3.6.1 のようにモデル化できる。 

 
ここで， 

𝑉𝑉��：斜めひび割れ発生時のコンクリート負担せん断力 
𝑉𝑉��：全体剥離時のコンクリート負担せん断力 
𝑉𝑉��：局所剥離時のシート負担せん断力 
𝑉𝑉��：全体剥離時のシート負担せん断力 

 
 
 
 
 

 
図 3.6.1 せん断耐荷機構のモデル 
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 せん断耐力を精緻に評価するためには，以上の 4 つを正確に評価する必要がある。ただし，局所

剥離以降のコンクリートのアーチ機構は，境界条件に依存する部分が多く，実際の設計を考える際

には考慮すべきではない。したがって，設計をする上で重要であるのは，局所剥離時，全体剥離時に

シートがどれほどのせん断力を受け持つことができるかを表す𝑉𝑉��,𝑉𝑉��の評価である。特に，シート 
補強の可逆性という意味で，設計上重要な指標となりうる局所剥離時のシート負担せん断力を評価

することは大きな意味を持つ。ところが，現在使われている設計コードには，局所剥離という概念

を説明し，その時のせん断耐力を評価するという方針を取っているものは存在しない。 
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3.7.本章のまとめ 

本章では，CFRP シートによりせん断補強した RC はりの載荷試験を行い，せん断耐荷機構の考

察を行った。主に以下に示す知見が得られた。 
(1) シート補強したはりのせん断破壊は，斜めひび割れの発生，シートの局所剥離，全体剥離とい

う過程を経て起こることがわかった。 
(2) 供試体が大型になると積層数が増え，剥離が発生しやすくなるという広義の寸法効果が存在す

る。 
(3) シートの局所剥離は，スターラップの降伏と同じように扱うことができる。 
(4) 実験結果を既存の耐力式の計算結果と比較したところ，全ての条件で正確にせん断耐力を評価

できている式は存在しないことがわかった。 
(5) せん断耐荷機構の考察から，CFRP シートによりせん断補強された RC はりのせん断耐力評価

のためには，斜めひび割れ発生，局所剥離，全体剥離時の荷重が重要であり，それぞれの時点に

おけるコンクリート，CFRP シートの負担せん断力を評価することが重要である。 
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4 章 CFRP シートとコンクリート間の付着耐力の評価 

 
4.1.検討概要 

 本章では，CFRP シートの積層数や弾性率を変えることで，幅広いシート剛性の範囲をカバーした

CFRP シートの付着試験を行い，その付着耐力を実験的に評価する。また，剥離後の CFRP シートに

接着しているコンクリート破壊面を分析することで，既往の研究では検討されていない付着特性と

コンクリート破壊についても考察する。補強後の CFRP シートが剥離する際にはコンクリート表層

の破壊となっているため，この関係を考察することでコンクリート特性を加味した合理的な剥離現

象の予測につながることが期待される。
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4.2.試験概要 

4.2.1.使用材料 

 本研究では，表 4.2.1.1 に示す 2 タイプの CFRP シートを用いた。タイプ A は中弾性 A シート，

タイプ B は高強度シートである。タイプ A 及び B は，引張試験片をそれぞれ 5 体ずつ用意し，JIS A 

1191：2021 に従って引張試験を行った。 

 不陸修正材と含浸接着剤には，エポキシ樹脂を使用した。表 4.2.1.2 にエポキシ樹脂の材料特性を

示す。 

 コンクリートの最大粗骨材寸法は 20mm，圧縮強度は 30.2N/mm2，弾性係数は 21600N/mm2，割裂

引張強度は 2.38N/mm2 であった。なお，後述する B5 供試体のみ打設日が異なる。その圧縮強度は

28.9N/mm2，弾性係数は 20980N/mm2，割裂引張強度は 2.19N/mm2 であった。 

 

表 4.2.1.1 CFRP シートの材料特性 

※（ ）内は規格値を示す 

 

表 4.2.1.2 樹脂の材料特性 

 

 

シートのタイプ 
弾性係数 

kN/mm2  
引張強度 

N/mm2  
終局ひずみ 

 
厚さ 

mm  

A 中弾性 A 
473.3 

(440) 

3125 

(2400) 
6624 0.163 

B 高強度 
261.1 

(245) 

4482 

(3400) 
17061 0.167 

シートの 

タイプ 

弾性係数 

kN/mm2  

引張せん断

強度 

N/mm2  

引張強度 

N/mm2  
圧縮強度 

N/mm2  

引張 

弾性係数 

N/mm2  

圧縮 

弾性係数 

N/mm2  

不陸修正材 
エポキシ 

樹脂 
19.6 - 101.0 - 4550 

含浸接着剤 
エポキシ 

樹脂 
22.4 59 105.0 - 2730 

70



4.2.2.CFRP シートの貼り付け 

 コンクリートの打設後 1 週間以上経過後に，概ね 23℃の室内で貼付け作業とその後の 2 週間程度

の養生を行った。貼付け作業は，下地コンクリート表面をディスクサンダーで研磨し，その後所定

の配合比で均一になるまで攪拌したプライマー（0.2kg/m²）を塗布した。さらに，不陸修正（1.0–

1.5kg/m²）をシート接着領域の全面に行った。次に，不陸修正材表面の目粗し後に接着剤となる下塗

り含浸樹脂（0.6kg/m²）を塗布し，エアーを除去しながら CFRP シートを貼付けた。5 時間程度経過

後，含浸樹脂（0.2kg/m²）を上塗り含浸させた。積層する場合には，1 日 1 層として 1 層目と同様に

下塗り，CFRP シート貼付け，上塗りを必要積層数分繰り返し行った。 

 

 

 

 

 
写真 4.2.2.1 CFRP シートの貼り付け 
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4.2.3.供試体 

 CFRP シートの付着試験は，図 4.2.3.1(a)に示すコンクリートブロックの片面に CFRP シートを接

着した片引試験とした。コンクリートブロックの大きさは，幅 450mm，長さ 700mm，厚さ 300mm

であり，全てのケースで CFRP シートの付着幅は 150mm で統一し，基準の付着長は 600mm とした。

荷重端のコンクリートブロックを固定するための支圧板は，付着挙動への影響を小さくする目的か

ら，CFRP シートから 50mm 離した位置に設置した。CFRP シートを引っ張るためのタブには厚さ

9mm の鋼板を用い，CFRP シートの両面に接着した。載荷は，変位制御で載荷速度 0.005mm/sec で

行った。 

 既存の付着試験では，付着幅は 25mm から 100mm，付着長は 50mm から 400mm 程度である。本

試験は，従来よりも大型のコンクリートブロックを用いて付着幅を広くかつ付着長を長くしている

こと，また，鉄筋を介さず CFRP シートを直接引っ張っているところに特徴がある。これは，CFRP

シートの剛性が大きくなると，CFRP シートとコンクリートの付着応力が有効に作用している区間

の長さである有効付着長が長くなること，また，鉄筋を介して CFRP シートに付着力を伝達する両

引試験では，CFRP シートの付着耐力が大きくなると鉄筋の付着破壊が起こるため，土木学会で規定

されているような供試体（JSCE₋E₋543₋2013）4-1)を用いることは適切ではないと判断したためであ

る。 

 本研究では，表 4.2.3.1 の 9 ケースの条件に対してそれぞれ 1 体ずつ試験を行った。本試験では，

積層数とシートのタイプを組み合わせたシート剛性の変化による影響，付着長を変化させた場合の

影響，樹脂による影響をそれぞれ調べる目的から実験パラメータを決定した。その際，A1 供試体（図

4.2.3.1(b)）を基準として，シート剛性と付着長を変化させた。 

 供試体名は，「シートの種類＋積層数–付着長」で示しており，付着長が基準付着長と同じ 600mm

の場合は末尾の付着長の記載を省略している。 
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図 4.2.3.1 CFRP シートの付着試験 

 

表 4.2.3.1 付着試験の試験条件 

供試体名 
シートの 

タイプ 
積層数 

シート剛性 

kN/mm  
付着長 

mm  
実験 

パラメータ 

A1 A 1 77.15 600 基準 

B1 B 1 43.60 

600 シート剛性 

A2 A 2 154.30 

B5 B 5 218.02 

A3 A 3 231.44 

A5 A 5 385.74 

A1-500 

A 1 77.15 

500 

付着長 A1-400 400 

A1-150 150 

 

 

 

 

(a)試験状況 

 

(c)クリップゲージの貼付状況 （b）A1 供試体（mm） 
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4.2.4.測定項目 

 本試験では，CFRP シートのひずみ，CFRP シートの自由端のすべり，荷重を測定した。図 4.2.3.1(b)

に示すように，自由端近傍を除く位置では，ひずみゲージ(ゲージ長 5mm)を 25mm 間隔で貼り付け，

自由端から 82.5mm までの間は，ひずみゲージを千鳥状に 7.5mm の間隔で貼り付けた。既往の研究

を参考に本試験では，各点のひずみは，隣り合う 2 点のひずみを含めた 3 点の平均値としている 4-

2)。また，荷重端から上側に 150mm 地点の CFRP シートのひずみも計測した。特に，本試験の後半

に実施した B5，A5 の 2 つの供試体では，載荷時のシートの曲げの影響を確認する目的から，荷重

端から上側に 30，80，150mm の点の CFRP シートの表裏の計 6 ヶ所にひずみゲージを貼り付けた。

さらに，この 2 つの供試体については，荷重端に貼り付けていたひずみゲージ 5mm 接着区間側に移

動する変更を加えた。これは，荷重端にひずみゲージを張り付けた場合に接着区間と非接着区間を

跨ぐことで，適切にひずみが計測できないケースがあったためである。 

 CFRP シートの自由端のすべりは，図 4.2.3.1(c)のように端部に設置したクリップゲージにより測

定を行った。 
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4.2.5.剥離深さの計測 

 CFRP シートの付着試験後に，剥離した CFRP シートに接着しているコンクリート層の厚さ（剥離

深さ）を計測した。計測手順は，まず剥離後の CFRP シートを平らになるように約 250 度で加熱し

て成形し，アルミ板に接着した。その後，CFRP シートの荷重端を含む部分と自由端から荷重端側に

150mm 程度離れた位置を中心とした部分 2 箇所について，レーザー変位計を用いてコンクリートの

凹凸である剥離深さを計測した。計測範囲を図 4.2.5.1，計測の様子を図 4.2.5.2 にそれぞれ示す。 

 計測は，縦横 200mm の範囲を 1mm 間隔で行い，CFRP シートの表面（接着側）を 0 点とした。こ

のため，剥離深さには不陸修正材の厚さが含まれている。不陸修正材の厚さは，標準塗布量より，概

ね 0.6–0.9mm 程度である。なお，後述するように，本研究では，コンクリート層の厚さは定性的な

比較に用い，定量的な考察では表面積に着目するため，不陸修正材の厚さを正確に把握する必要は

ない。 

 

図 4.2.5.1 剥離後の CFRP シートと計測範囲 

 

 
図 4.2.5.2 剥離深さの計測の様子 
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4.3.試験結果 

4.3.1.付着耐力 

 付着試験結果より，後述する A1-150 供試体以外の試験ケースでの破壊形式は，CFRP シートの剥

離破壊であった。剥がれた CFRP シートの背面の様子は図 4.2.5.1 の通りである。また，CFRP シー

トの付着試験で得られた付着耐力𝑃𝑃���と界面破壊エネルギー𝐺𝐺�を表-4.3.1.1 に示す。なお，界面破

壊エネルギーは(式 4.3.1.1)により計算した。 

𝐺𝐺� � 𝑃𝑃����

2𝑏𝑏� ∙ 𝑛𝑛� ∙ 𝑡𝑡� ∙ 𝐸𝐸� �式 4.3.1.1� 

ここに， 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.3.1.1 CFRP シート付着試験の結果 

供試体 破壊形式 
付着耐力 

�kN� 

界面破壊 

エネルギー 

�N/mm� 
A1 シートの剥離破壊 53.93 0.84 

B1 シートの剥離破壊 30.31 0.47 

A2 シートの剥離破壊 62.77 0.57 

B5 シートの剥離破壊 67.00 0.46 

A3 シートの剥離破壊 76.73 0.57 

A5 シートの剥離破壊 93.58 0.50 

A1-500 シートの剥離破壊 45.81 0.60 

A1-400 シートの剥離破壊 46.64 0.63 

A1-150 コンクリートの破壊 41.35 0.49 

 

 また，本試験結果と既存の付着耐力予測式による付着耐力とシート剛性の関係を図 4.3.1.1 に示

す。付着耐力の予測式には，Cheng and Teng4-3)，Lu et al.4-4)，佐藤ら 4-2)，磯ら 4-5)，Kanakubo et al.4-6)，

Dai et al.4-7)，Monti et al.4-8)，Wu et al.4-9)，Zhou et al.4-10)，Wu and Jiang4-11)のモデルを用いた。各予測式

の詳細は付録を参照いただきたい。なお，付着長が短く，コンクリートブロックごと破壊した A1-

150 供試体は除外している。 

 図-4.3.1.1 より積層化しシート剛性が大きくなると，付着耐力が増加することがわかる。また，

本来，同程度の付着耐力となるはずである A1 供試体，A1-500 供試体，A1-400 供試体を比較すると，

𝑏𝑏 ： 付着幅（mm） 
𝑛𝑛� ： CFRP シートの積層数 
𝑡𝑡� ： CFRP シートの厚さ（mm） 
𝐸𝐸� ： CFRP シートの弾性係数（N/mm2） 

𝑃𝑃���  CFRP シートの付着試験で得られた付着耐力(kN) 
𝐺𝐺�  界面破壊エネルギー(N/mm) 
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A1-500 供試体と A1-400 供試体に比べて A1 供試体の付着耐力が大きかった。しかし，どの試験結果

も既存の付着耐力予測式による予測範囲内に収まっているため，この差は面外変形など試験上生じ

得るばらつきと判断できる。図 4.3.1.1 の黒線で示す試験結果の近似線は(式 4.3.1.2)であった。 

 

𝑃𝑃��� � 6.19�𝑛𝑛�𝑡𝑡�𝐸𝐸� 1000 ��.��                      �式 4.3.1.2� 
 

予測式と(式 4.3.1.2)の近似線を比較すると，シート剛性の小さい 20 から 150kN/mm 程度の範囲で

は Chen and Teng, Kanakubo et al., Lu et al.のモデルがよい一致を示している。しかし，A5 供試体のよ

うにシート剛性が大きい場合には，付着耐力の増加度合いは小さくなり，近似線と既存のモデルで

乖離が見られる。近似線はシート剛性の 0.46 乗に比例するのに対し，多くのモデルは 0.5 – 0.6 乗に

比例すると考えており，この差異が表れている。唯一 0.4 乗に比例すると考えている佐藤らのモデル

は，付着耐力自体の値は大きいものの，シート剛性の大きい範囲で低下する傾向は捉えられている。 

 

 
図 4.3.1.1 CFRP シートの付着耐力と剛性の関係 

 

 また，既存の予測式では，ほとんどが付着耐力の関数に界面破壊エネルギーを含めていない。そ

の中で，Lu et al.と Dai et al.のモデルは界面破壊エネルギーに依存する関数としている。付着の基礎

分方程式から得られる(式 4.3.1.3)でも付着耐力は界面破壊エネルギーの関数となる。 

𝑃𝑃��� � � ∙ √2 ∙ �𝑛𝑛�𝑡𝑡�𝐸𝐸� ∙ �𝐺𝐺� �式 4.3.1.3� 

 このうち，Lu et al.のモデルでは界面破壊エネルギーはコンクリート圧縮強度のみから決まる。 

一方，Dai et al.のモデルでは含浸樹脂のせん断弾性係数，含浸樹脂の厚さ，コンクリート圧縮強度，

シート剛性から決定されるが，シート剛性の影響は非常に小さい。いずれの予測式においても，界

面破壊エネルギーを考えていないもしくはシート剛性によらずほぼ一定であるとして扱っている。

また，界面破壊エネルギーを一定として(式 4.3.1.3)より求めた予測値は，シート剛性が大きくなると
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実験結果と乖離が生じることを吉澤らも指摘している 4-10)。すなわち，界面破壊エネルギーは，シー

ト剛性によらず一定ではなく，シート剛性の大きい範囲では，界面破壊エネルギーが小さくなると

考えられる。このため，シート剛性が小さい実験結果を用いて補完して作成した予測式は，シート

剛性が大きい場合の付着耐力を過大に評価してしまう可能性がある。また，シート剛性が大きいと

界面破壊エネルギーが低下するため，付着耐力全体としてはシート剛性の 0.46 乗に比例する結果と

なった。 

 図-4.3.1.2 は，シート剛性と界面破壊エネルギーの関係を示す。図には，連続繊維シートを用い

たコンクリート構造物の補修補強指針 4-13)で示されている付着試験を行わない場合に適用する界面

破壊エネルギーの安全側の値（0.5N/mm）が黒線で示されている。シートのタイプ A とタイプ B で

若干の傾向の差異が見られる。タイプ A に着目すると，シート剛性の増加に伴い界面破壊エネルギ

ーの低下が見られる。一方，タイプ B では，シート剛性によらずほぼ一定となった。タイプ A とタ

イプ B でなぜ傾向が異なるのかの理由を明言できないが，本実験結果からは，前述したように，シ

ート剛性の大きな範囲における付着耐力の評価に，シート剛性の小さな範囲での検討結果をそのま

ま適用できないと言える。 

 

 
図 4.3.1.2 CFRP シートの界面破壊エネルギーとシート剛性の関係 
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4.3.2.荷重－すべり関係 

 CFRP シート付着試験の荷重－すべり関係を図 4.3.2.1 に示す。ここで，荷重端すべりはクリップ

ゲージによる自由端部のすべりと CFRP シートのひずみの積分値の和である。なお，A1-500，A1-400，

A1-150 供試体では，前述したように荷重端（0 点）のひずみゲージを接着区間と非接着区間に跨っ

て貼っていたため，ひずみ値が適切に取得できなかった。このため，この 3 つの供試体の荷重端に

おけるひずみには，荷重端から上側に 150mm 点（-150mm 点）のひずみゲージの値を用いている。

これは，3 つの供試体の後に行った B5 供試体と A5 供試体の実験において，非接着区間の曲げの影

響を確認したところ，図 4.3.2.2 に示すように-150mm 点では，ほとんど曲げの影響は確認できなか

ったことから，-150mm 点に貼ったひずみゲージの値を用いても問題ないと判断したことによる。な

お，図 4.3.2.2 の凡例の表は接着していない側，裏は接着面側に貼り付けたひずみゲージを表す。図

4.3.2.1 の荷重-荷重端すべり関係では，CFRP シートの剛性が増加するごとに最大荷重が増加し，荷

重端すべりの最大値である最大すべりは低下している。 

 また，図 4.3.2.3 に荷重－自由端すべり関係を示す。自由端すべりは，自由端に大きなひずみ勾配

が生じた場合，もしくは A1-150 供試体のように付着長が有効付着長よりも短い場合に大きな値とな

る。近いシート剛性を有する A2 供試体，B5 供試体，A3 供試体を比べると，B5 の自由端すべりが

他に比べて，最大荷重到達前から大きな値となっている。これは，積層化することで層間の接着樹

脂の存在により CFRP としての厚みが増えたことで，樹脂の変形量が増加したことによるものと考

えられる。つまり，クリップゲージで測定されるシート表面のすべり量は積層化するごとに大きく

なる。 

 

 
図 4.3.2.1 荷重–荷重端すべり関係 
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(a)B5 供試体 (b)A5 供試体 

図 4.3.2.2 非接着区間におけるひずみ–荷重端すべり関係 

 

 
図 4.3.2.3 荷重–自由端すべり関係 
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4.3.3.ひずみ分布 

 図 4.3.3.1 に各供試体における CFRP シートのひずみ分布を示す。また，実験結果から求めた有効

付着長と既往の算定式による有効付着長（Cheng and Teng4-3），佐藤ら 4-2)，Dai et al.4-14)）を表 4.3.3.1

に示す。シート剛性を変化させた場合（図 4.3.3.1 (a)-(f)）には，シート剛性が増加するほどひずみ

分布の勾配が緩やかになり，有効付着長が増加している。なお，有効付着長は，例えば図 4.3.3.2 に

示すような CFRP シートの付着応力分布より，付着応力が正になる点から付着応力の最大値の 3%に

なる軟化域の点までの距離として算出している。また，付着応力𝜏𝜏（N/mm2）は(式 4.3.3.1)より算出

した。 

𝜏𝜏 � ��𝑡𝑡�𝐸𝐸� 𝜀𝜀� � 𝜀𝜀���
𝑥𝑥� � 𝑥𝑥��� �式 4.3.3.1� 

ここに， 

 

 

 

 図 4.3.3.3 に示すようにシート剛性による有効付着長の変化を比較すると，シート剛性の大きな範

囲では既往の算定式よりもシート剛性による変化量が小さくなった。 

 

𝜀𝜀�，𝜀𝜀��� ： 隣接する位置でのひずみ 

𝑥𝑥�，𝑥𝑥��� ： 荷重端を 0 とした各ひずみゲージの貼付位置 
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(a)A1                   (b)B1 

  

(c)A2                  (d)B5 

  

(e)A3                  (f)A5 

  

(g)A1-500                (h)A1-400 

図 4.3.3.1(1) ひずみ分布 
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(i)A1-150 

図 4.3.3.1(2) ひずみ分布 

 

 

表 4.3.3.1 有効付着長 mm  

※（ ）内は実験値/算定式を示す． 

* 剥離が生じずコンクリートブロックごと破壊した。 

 

 

 

 

 

供試体 実験値 Chen and Teng4-3) 佐藤ら 4-2) Dai et al.4-14) 

A1 148 118(1.25) 170(0.87) 137(1.08) 

B1 122 88(1.37) 136(0.90) 103(1.18) 

A2 193 168(1.15) 225(0.86) 194(0.99) 

B5 209 201(1.04) 256(0.81) 232(0.90) 

A3 231 205(1.13) 264(0.88) 238(0.97) 

A5 271 265(1.02) 324(0.84) 307(0.88) 

A1-500 144 118(1.22) 170(0.85) 137(1.05) 

A1-400 145 118(1.23) 170(0.85) 137(1.06) 

A1-150 -* 118 170 137 
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図 4.3.3.2 荷重 50.0kN 時の A1 供試体の付着応力分布 

 

 

図 4.3.3.3 シート剛性による有効付着長の変化 
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4.3.4.付着応力－すべり関係 

 図 4.3.4.1 に各供試体における各位置の付着応力–すべり関係をそれぞれ示す。ここで，横軸のす

べりはひずみを積分して求めた値であり，局所的な性状を見るために自由端部のすべりは含んでい

ない。各供試体の付着応力–すべり関係を比較すると位置によるばらつきも大きく，シート剛性によ

る明確な違いは見られない。また，最大付着応力と最大付着応力時のすべりに着目すると，シート

剛性による変化は図 4.3.4.2 のようになる。タイプ A を用いた供試体の結果は塗り潰しなし，タイ

プ B を用いた供試体の結果は塗り潰しありで示している。なお，付着長が短いため有効付着長を確

保できていない A1-150 供試体は除外した。また，A1-400 供試体では，自由端から 87.5mm 以内の位

置では自由端の境界条件の影響を受けていると考えられるため，その区間で計測された付着応力は

プロットしていない。佐藤ら 4-2)はシート剛性が増加すると最大付着応力がわずかに増加することを

示しているが，図 4.3.4.2 (a)では近似線の決定係数が 0.21 であり，位置によるばらつきも大きく，

シート剛性の寄与率を議論することは困難であった。また，図 4.3.4.2 (b)の最大付着応力時のすべ

りの場合，決定係数は 0.03 となり最大付着応力に比べて非常に小さい値となった。 

 自由端付近の付着応力－すべり関係の一例として，B1 供試体の結果を図 4.3.4.3 に示す。最大付

着応力時のすべりが小さく，ポストピークにおいて急激な付着応力の低下が見られる。この傾向は，

付着長が短い A1-150 供試体にも見られる（図 4.3.4.1 (i)）。すなわち，付着長が有効付着長より長い

場合と付着長が有効付着長よりも短い場合とでは付着応力–すべり関係は異なる。境界条件の影響が

無視できない問題に対して付着応力–すべり関係を一義的に定義することはできない。これは，付着

応力－すべり関係の面積である界面破壊エネルギーのみにより CFRP シートとコンクリート間の剥

離破壊を把握しようとする考え方の限界を示す。 
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(a)A1                  (b)B1 

 

(c)A2                 (d)B5 

 

(e)A3                  (f)A5 

 

(g)A1-500               (h)A1-400 

               

図 4.3.4.1(1) 付着応力–すべり関係 
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(i)A1-150                

図 4.3.4.1(2) 付着応力–すべり関係 

 

 

 
（a）最大付着応力の変化         （ｂ）最大付着応力時のすべりの変化 

図 4.3.4.2 剛性による付着応力–すべり関係の最大値の変化 

 

 
図 4.3.4.3 B1 供試体の自由端付近の付着応力–すべり関係 
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4.3.5.剥離深さ 

 先に図 4.2.5.1 に示したように，剥離後の CFRP シートの背面には，薄いコンクリート層が残って

いる。このコンクリート層の厚さを剥離深さとする。スキャンした結果の一例として A1 供試体の剥

離深さの分布を図 4.3.5.1 に示す。ここで，荷重端（Y=0）を含む測定箇所を(a)CFRP シート上部，

その 250mm 程度下の測定箇所を(b)CFRP シート下部として示している。CFRP シートの剥離深さは

0.5–2.0mm 程度で，凹凸の最大部分でも 2.5mm 程度となっていた。また，局所的には 3–4mm 程度の

部分も存在した。 

 

  
(a)CFRP シート上部 (b)CFRP シート下部 

図 4.3.5.1 A1 供試体の剥離深さの分布 

 

 各供試体における 2 ヶ所の代表的な剥離深さの頻度分布を図 4.3.5.2 にそれぞれ示す。ここで，頻

度分布は図 4.3.5.1 に示すように測定した CFRP シート上部の範囲のうち，Y 方向の下から 0–50mm

の範囲かつ X 方向-65–65 mm の範囲，下部では Y 方向の上から 0–50mm かつ X 方向-65–65 mm の範

囲をそれぞれ取り出している。シート上部では，荷重端付近でのコンクリートブロックの破壊によ

る影響を避ける目的から荷重端から十分離れて位置を選択し，シート下部では自由端の境界条件の

影響が表れないように測定範囲の上側を用いた。また，図 4.3.5.2 には 2 ヶ所における剥離深さの頻

度分布の中央値，平均値，標準偏差，表面積の平均の値をそれぞれ示している。表面積については計

測した隣り合う 3 点の座標と剥離深さより三角形の近似を用いてコンクリート破壊面の表面積を算

出している。なお，A1-150 供試体については CFRP シート全体でコンクリートブロックが接着して

いたため，剥離深さが非常に大きな値となった。 

 頻度分布を比較すると，図 4.3.5.2(b)のようにシート剛性が小さい場合には左右の裾の広がり方が

同じであるのに対し，シート剛性の大きい図 4.3.5.2(d),(f)では左の裾が小さくなり右の裾のテール

の部分が長くなる傾向にあった。実際の剥離の様子を比べると，B1 供試体には所々に不陸修正材が

見えコンクリートの凹凸が視認できるのに対し，B5 供試体や A5 供試体では薄いモルタル層が満遍

なく広がっていた。これは，シート剛性により有効付着長が変化することに関係していると考えら

れる。すなわち，シート剛性が大きくなると CFRP シートからコンクリートへの応力の伝達が緩や

かになり，有効付着長が長くなるため，破壊の仕方も緩やかになると推察される。 
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(a) A1                  (b) B1 

 
(c) A2                  (d) B5 

 
(e) A3                  (f) A5 

 
(g) A1-500                (h) A1-400 

 

図 4.3.5.2(1) 各供試体における剥離深さの頻度分布 
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(i) A1-150 

図 4.3.5.2(2) 各供試体における剥離深さの頻度分布 

 

 

 図 4.3.5.3 に各供試体の表 4.3.1.1 の界面破壊エネルギーと CFRP シートに接着しているコンクリ

ートの表面積の増加割合の関係を示す。ここで，表面積の増加割合は算定範囲内が全て平らである

場合の面積に対するコンクリートの凹凸により形成された表面積の比（凹凸による表面積/平らな

場合の面積）である。図 4.3.5.3 より，界面破壊エネルギーの増加とともにコンクリート破壊表面

積が増加していることがわかる。相関関数は 0.81 であり，強い相関関数が見られた。 

 

 

図 4.3.5.3 界面破壊エネルギーと表面積の関係 
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4.4.本章のまとめ 

 幅広い範囲のシート剛性を有する CFRP シートの付着試験を行い，剥離後の CFRP シートに接着

したコンクリートの剥離深さについて分析した結果，主に以下に示す知見が得られた。 

 

(1) シート剛性が 200kN/mm 以上の大きい範囲では，界面破壊エネルギーの低下によって，既存の

CFRP シート付着耐力の予測式よりも実際の付着耐力が低下する可能性がある。 

(2) 付着応力–すべり関係は，シート剛性を変化させた場合の明確な傾向は得られなかった。また，

自由端付近のように有効付着長よりも付着長が短くなる場合には，自由端部の境界条件の影響

から付着応力－すべり関係が大幅に変化する。 

(3) 剥離後の CFRP シートのコンクリート層の厚さを測定したことで，コンクリートの破壊性状が

CFRP シートの付着特性に大きな影響を与えることが明らかとなった。具体的には，界面破壊エ

ネルギーとコンクリート破壊面の表面積に強い関連性があり，シート剛性や樹脂による界面破

壊エネルギーの変化は，コンクリートの破壊面が変化することに起因している。今後，剥離時

のコンクリートの破壊性状を詳細に分析することで，コンクリート特性を加味した CFRP シー

トの合理的な剥離現象の予測に活用できる。 
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5 章 コンクリートに接着した FRP シートの終局剥離ひずみの予測 

 

5.1.検討概要 

 FRP シートによってコンクリート構造物を補強する場合には，FRP シートの剥離により破壊に至

ることが多い。そのため，剥離荷重を予測する研究がこれまで多く行われてきた 5-1)。しかし，ほと

んどの剥離荷重の予測式は，シート剛性（FRP シートの弾性係数×厚さ×積層数）が 100kN/mm 程

度までと小さい範囲の実験結果より作られており，シート剛性が大きい範囲には適用することがで

きない。シート剛性が大きい範囲の実験を行うためには，積層数を大幅に増やした実験が必要とな

り，実験規模が大きくなる。 

 そこで本章では，既往の研究より剥離現象の再現が可能な解析手法についてシート剛性を変化さ

せた場合にも適用が可能かを確認した上で，積層数 10 層のシート剛性が大きな範囲の解析を行う。

そして，その解析結果と既往の実験結果をもとに，終局剥離ひずみ（最大荷重時の FRP シートの剥

離ひずみ）の予測を行う。 
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5.2.再現解析 

5.2.1.解析概要 

 剥離現象の再現解析については，尾崎らが実施した既往の研究 5-2)を参考にした。4 章で行った付

着試験の再現解析を行い，異なるシート剛性での解析手法の適用性を確認する。対象とする供試体

の概要は，表 5.2.1.1 の通りである。ここで，供試体名は CM，CL がそれぞれ中弾性 CFRP シート，

高強度 CFRP シートとなっており，その後の数字が積層数，「-」後の数字が付着長を変化させた場合

の付着長の値となっている。付着長が 600mm の場合の供試体の寸法を図 5.2.1.1 に示す。 

 非線形有限要素解析に使用したソフトは，DIANA10.5（DIANA FEA 社）である。解析モデルは 2

次元でモデル化し，コンクリート要素は上側を細かいメッシュ（0.25 mm）として，下側を粗いメッ

シュ（5.0 mm）とした。エポキシ樹脂の厚さは 0.5 mm とした。構成則・解析手法は，後述するよう

にコンクリート表層を強層として設定した。そのため，CFRP シートとコンクリートの材料特性，供

試体寸法のみ実験に合わせて変更した。一例として CM3 供試体の解析モデルを図 5.2.1.2 に示す。

CM3 供試体の解析モデルは，CFRP シートを 3 層に積層化し，全てのシートを一様に変位制御する

ことにより荷重を与えた。 

 

表 5.2.1.1 供試体の概要 

供試体名 

CFRP シート 
付着幅 

mm  
付着長 

mm  
最大荷重 

kN  弾性係数 
kN/mm2  

1 層の厚さ 
mm  積層数 

シート剛性 
kN/mm  

CM1 

473.3 

0.163 

1 77.15 

150 

600 

53.93 
CM2 2 154.30 62.77 
CM3 3 231.44 76.73 
CM5 5 385.74 93.58 
CL1 

261.1 
1 42.56 30.31 

CL5 5 212.80 67.00 
CM1-500 

473.3 1 77.15 
500 45.81 

CM1-400 400 46.64 
CM1-150 150 41.35 

 

 

図 5.2.1.1 付着試験の供試体寸法（単位：mm） 
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図 5.2.1.2 CM3 供試体の解析モデル 

 

（1）コンクリートの材料構成則 

 コンクリートの圧縮構成則は図 5.2.1.3 に示すように圧縮破壊エネルギーに基づく Feenstra の放

物線モデル 5-3)を用い，引張構成則には引張破壊エネルギーに基づいた Hordijk モデル 5-4)を用いた。

せん断構成則には図 5.2.1.4 に示す Al-Mahaidi のモデル 5-5)を用いた。 

 

 

図 5.2.1.3 コンクリートの圧縮・引張構成則 

 

 

図 5.2.1.4 コンクリートのせん断構成則 
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5.2.2.解析結果 

（1）最大荷重 

 各供試体における最大荷重について，実験値と解析値の比較を図 5.2.2.1 に示す。CM1 供試体と

CM1-150 供試体を除き，実験値と解析値の比 R が 0.85 から 1.15 に収まっており，シート剛性や付

着長に関わらず解析値と実験値とよく一致している。 

 解析値と実験値の差が比較的大きかった CM1 供試体は 1.2 倍，CM1-150 供試体は 1.3 倍程度実験

値の方が大きい結果となったが，その理由は明らかではない。 

 

 

図 5.2.2.1 実験と解析の最大荷重 

 

（2）荷重-すべり関係 

 CM3，CM5，CL1 供試体の荷重-すべり関係を図 5.2.2.2 に示す。ここで，すべりは荷重端のすべ

りを用いている。シートを多積層とした場合にも実験と解析で荷重-すべり関係の挙動が一致してい

る。さらに，シート剛性が変化した場合の荷重-すべり関係の剛性やすべり量の変化も実験と解析で

一致した。なお，CM3 供試体と CM5 供試体におけるピーク付近の剛性は，解析の方が若干緩やか

であるが，これはひずみ勾配が解析の方が緩やかになったためだと考えられる。 

 

 

図 5.2.2.2 3 供試体の荷重-すべり関係の比較 
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（3）ひずみ分布 

 多積層の場合の一例として CM3 供試体のひずみ分布を図 5.2.2.3 に示す。ひずみ分布は，各荷重

ステップにおける CFRP シートのひずみ分布の変化を表しているが，いずれのステップにおいても

剥離ひずみや剥離の進行過程が実験と解析で類似している。 

 

図 5.2.2.3 CM3 供試体のひずみ分布の比較 

 

（4）付着応力-すべり関係 

 多積層の場合の一例として CM3 供試体の付着応力-すべり関係の実験値と解析値の比較を図

5.2.2.4 にそれぞれ示す。図 5.2.2.4 は，荷重端を 0 とした時の各位置における CFRP シートの付着

応力-すべり関係を表しており，実験と解析で概ね挙動が一致している。また，破壊形式については，

実験では表層のコンクリートが破壊していたのに対し，解析でも表層から 1.5 mm 程度の深さのコン

クリートが破壊していた。 

 CM1，CM1-150 供試体を除くその他の供試体でも同様に荷重-すべり関係，ひずみ分布，付着応力

-すべり関係，ひび割れ性状が概ね一致していた。前述したように，CM1 供試体および CM1-150 供

試体では最大荷重の差が生じたように，荷重-すべり関係，ひずみ分布，付着応力-すべり関係につい

ても同様に差異が見られた。これより，破壊形式がコンクリート表層での剥離破壊となる場合にお

いては，シート剛性や付着長が変化した場合にも，本解析手法が十分に適用できることが明らかと

なった。 

 

図 5.2.2.4 CM3 供試体の付着応力-すべり関係の比較 

  
（a）実験値 (b)解析値 
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5.3.パラメトリック解析 

5.3.1.解析概要 

 実験では 5 層まで積層した CFRP シートの付着試験を行った。しかし，実構造物の補強設計にお

いてはさらにシート剛性を高めなければならない場合も想定される。そこで，さらに CFRP シート

を積層し，シート剛性を大きくした場合の剥離荷重の変化についてパラメトリック解析によって検

討する。 

 本解析では，図 5.2.1.1 の供試体を用いて弾性係数 473.3kN/mm2 の中弾性 CFRP シート（CM シリ

ーズ）と 261.1kN/mm2 の高強度 CFRP シート（CL シリーズ）をそれぞれ 1 層から 10 層まで順次積

層していく。具体的には，前節で示した解析モデルでシートを 1 層ずつ積層する。なお，その他の

解析条件や材料特性は変更していない。 
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5.3.2.解析結果 

（1）荷重-すべり関係 

 6 層以上の荷重-すべり関係を図 5.3.2.1 に示す。なお，中弾性 CFRP シートを用いた CM シリーズ

では，6 層付近から有効付着長と付着長が同程度となった。さらに，図 5.3.2.1 に示すように 7 層で

はピーク後にすべりが増加することなく終了している。これは，7 層まで積層した場合にはコンクリ

ートブロックによる破壊となったためである。このため，CM シリーズは 7 層までの解析とした。ま

た，シート剛性が大きいほど有効付着長は長くなるが，付着長 600mm の本試験体では，シート剛性

が 450kN/mm 程度が有効付着長を確保できる限界値であることが解析上明らかとなった。 

 

 
図 5.3.2.1 6 層以上の荷重-すべり関係の比較 

 

（2）最大荷重 

 シート剛性による最大荷重の変化を図 5.3.2.2 に示す。実験と同様にシート剛性が増加するほど最

大荷重が増加している。しかし，その増加度合いはシート剛性が 250kN/mm 程度から小さくなって

いる。このため，シート剛性が大きな範囲の予測法を，小さな範囲の実験結果より検討することは

できない。 

 

 

図 5.3.2.2 シート剛性による最大荷重の変化 
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5.4.剥離ひずみの予測 

5.4.1.定式化の概要 

 FRP シートの終局剥離ひずみについて，シート剛性が大きな範囲にも適用可能な予測式を作成す

る。具体的には，既往の FRP シート付着試験の実験データ 5-1),5-7), 5-8) – 5-41)を収集し，既往の実験デー

タと前節で述べたパラメトリック解析結果より予測式の作成を行う。 

本予測式は，炭素，アラミド，ガラス，バサルト，PBO 繊維を含む通常の FRP シート接着を対象

とするため，既往の実験データは特殊なケースを除いた 386 体のデータを活用した。ここで，除外

した特殊なケースは，以下の通りである。 

①FRP プレートを用いたもの 

②破壊形式がコンクリート表層の剥離破壊でないもの 

③有効付着長より付着長が短いもの 

④特殊なコンクリート表面の加工をしているもしくは無加工のもの 

⑤高浸透性のプライマーを用いているもの 

⑥特殊な定着を施しているもの 

⑦2 方向シートを用いているもの 

⑧弾性係数が 1000N/mm2 以下もしくは 4000N/mm2 以上の柔および剛な接着剤を用いているもの 

⑨モルタルを母材としているもの 

⑩FRP シートが斜めに引っ張られているもの 

⑪載荷速度が 0.1m/sec 以上と極めて速いもの 

パラメトリック解析の結果は，付着長が十分に確保できていた範囲として，シート剛性が

450kN/mm までを用いた。 

 各データの終局剥離ひずみは，(式 5.4.1.1)によって求めた。 

 

𝜀𝜀�� � 𝑃𝑃���
𝑏𝑏� ∙ 𝑛𝑛�𝑡𝑡�𝐸𝐸� � 10� �式 5.4.1.1� 

ここに， 

 

 

 

 

 

 

 

なお，両面接着型付着試験で剥離したシートが負担していた荷重値が示されていないものは，両

面で同じ分担量であると仮定し，𝑃𝑃���は両面分の荷重値の 1/2 として算出している。 

 また，局所的には FRP シート剥離時のひずみはシートの長さ方向および幅方向の両方にばらつき

が存在している。このため，本研究で用いる終局剥離ひずみはマクロな値の予測である。 

 

𝜀𝜀�� ： FRP シートの終局剥離ひずみ（μ） 

𝑃𝑃��� ： 最大荷重（kN） 
𝑏𝑏� ： FRP シートの幅（mm） 
𝑛𝑛� ： FRP シートの積層数 
𝑡𝑡� ： FRP シート 1 層あたりの厚さ（mm） 
𝐸𝐸� ： FRP シートの弾性係数（kN/mm2） 
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5.4.2.剥離ひずみ予測式の定式化 

 シート剛性による終局剥離ひずみの変化を図 5.4.2.1 に示す。図 5.4.2.1 では繊維ごと，及び解析

結果を色分けして示している。特に繊維や解析による差異は見られないため，これらを区別せずに

定式化する。また，現在までの FRP シートの剥離荷重の予測式のパラメータには，シート剛性やコ

ンクリート圧縮強度𝑓𝑓�′，FRP シート幅𝑏𝑏�とコンクリート幅𝑏𝑏�の幅比𝑏𝑏�/𝑏𝑏�，接着剤の材料特性などが

用いられてきた。本研究では，特殊な接着剤を除外しているため，接着剤以外をパラメータとして

検討する。 

 図 5.4.2.1 より終局剥離ひずみをシート剛性によってフィッティングさせた場合，(式 5.4.2.1)のよ

うになる。 

 

𝜀𝜀�� � 44000 ∙ �𝑛𝑛�𝑡𝑡�𝐸𝐸����.�� �式 5.4.2.1� 
 

 次に，𝜀𝜀�� �𝑛𝑛�𝑡𝑡�𝐸𝐸����.�� に対するコンクリート圧縮強度による変化は図 5.4.2.2 のようになる。ま

た，近似曲線は�式 5.4.2.2�となる。 
 

𝜀𝜀��/�𝑛𝑛�𝑡𝑡�𝐸𝐸����.�� � 25200 ∙ 𝑓𝑓���.�� �式 5.4.2.2� 
 

(式 5.4.2.2)ではコンクリート圧縮強度の 0.17 乗に比例する形となった。コンクリート圧縮強度が

剥離荷重に及ぼす影響は小さいとの既往の研究が多く，例えば佐藤ら 5-1)は𝑓𝑓���.�に比例するとしてお

り，�式 5.4.2.2�は過去のモデルと同様の傾向と言える。 
 また，図 5.4.2.2 では幅比ごとに色を区別し，2 次元解析結果は赤色で示している。例えば Wu and 

Jiang5-32)のように幅比をパラメータとして導入している研究もあり，図 5.4.2.2 でも幅比が大きい場

合に縦軸の値が若干小さくなっている。一方で，Dai et al.の研究 5-22)のようにシート幅から 3.7 mm 程

度外側までしか影響しないとの見解もある。本研究では幅比が 0.6 以上の供試体は 35 体しか存在せ

ず，この影響度合いを議論することは難しいため，考慮しないこととした。これより，本研究によっ

て定式化した終局剥離ひずみの予測式は(式 5.4.2.3)になる。 

 

𝜀𝜀�� � 25200 ∙ �𝑛𝑛�𝑡𝑡�𝐸𝐸����.�� ∙ 𝑓𝑓���.�� �式 5.4.2.3� 
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図 5.4.2.1 シート剛性による終局剥離ひずみの変化 

 

 

図 5.4.2.2 コンクリート圧縮強度による変化 
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5.4.3.提案した剥離ひずみ予測式の評価 

 図 5.4.3.1 に実験・解析値と(式 5.4.2.3)による予測値の終局剥離ひずみの比較を示す。実験値その

ものが極めて大きかった 1 点を除き，ひずみの大小によらず概ね評価できており，シート剛性が大

きい範囲も対象としたモデルとなった。また，実験・解析値と予測値の比の平均は 1.01，標準偏差

は 0.20 であった。 

 

 

図 5.4.3.1 実験・解析値と予測値の比較 
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5.5.本章のまとめ 

 本章によって得られた知見を以下にまとめる。 

（１）コンクリート表層を強層とした有限要素解析手法によって，CFRP シートを積層化した場合に

おいてもシート剛性に関わらず，概ね剥離現象の再現可能であった。ただし，シート剛性が

大きい場合，荷重-すべりのピーク付近での剛性が解析値の方が緩やかになった。 

（２）パラメトリック解析結果より，CFRP シートの剛性が 250kN/mm 程度以上から最大荷重の増加

度合いが小さくなった。 

（３）既往の実験結果およびパラメトリック解析結果より，シート剛性が大きい範囲にも適用可能

な FRP シートの終局剥離ひずみの予測式を提案した。 
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6 章 剥離進行過程をモデル化したせん断耐力評価法 

6.1.検討概要 

 本章では，3 章で考察した CFRP シートによりせん断補強された RC はりのせん断耐荷機構を踏ま

えて，せん断耐力の評価方法の検討を行う。具体的には，シートの剥離進行過程をモデル化するこ

とで，局所剥離時，全体剥離時の𝑉𝑉�を評価する手法である。 

 はじめに提案手法の基本概念を示した上で，詳細な計算方法を示す。その後，実験で用いた 8 体

のシート補強供試体について，提案手法を用いて𝑉𝑉�の評価を行い，実験結果と比較することで算定

精度の検証を行う。最終的に𝑉𝑉�の評価を合わせて行うことで，全体のせん断耐力としての算定精度を

検証する。 
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6.2.提案手法の基本概念 

 本手法は，斜めひび割れを 1 本もしくは 2 本仮定し，斜めひび割れの幅を与え，シートのひずみ

の積分値と斜めひび割れ幅が一致するという変形の適合条件を用いてシートのひずみ分布を算出す

る。ひずみ分布の算出方法は，6.3.2 にて詳述する。そしてひび割れと交差する位置のシートひずみ

からシートの引張力を求め，斜めひび割れと交差するシートの引張力を合計することでシートが負

担するせん断力𝑉𝑉�を算出する。シートの局所剥離が起こると上縁もしくは下縁に向かって剥離は伝

播するためシートのひずみは増加しなくなり，最終的に，剥離が端部に達することで全体剥離が起

こり，シートが受け持つ引張力がゼロになると仮定する。すなわち，斜めひび割れ幅を漸増させて，

任意の斜めひび割れ幅に対応する𝑉𝑉�を求め，𝑉𝑉�が低下するまで計算を繰り返すことで，シートが受け

持つせん断力（シートの最大負担せん断力𝑉𝑉��）を求める。図 6.2.1 に本章で提案する算出方法のフ

ローチャートを示す。 

 

 

図 6.2.1 本提案手法の算定フロー 
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6.3.V の詳細な計算方法 

6.3.1.斜めひび割れの仮定 

 斜めひび割れが発生する領域や，進展の仕方，各シート位置におけるひび割れ幅の変化などにつ

いてはこれまで多くの研究がなされているが，それらの定量的な把握には至っていない。したがっ

て，斜めひび割れ幅を用いて，CFRP シートの負担せん断耐力の評価を行うためには，それらの値に

対してある程度の仮定を立てなければならない。そこで本手法では，3 章や 4 章で述べた実験結果よ

り得られた知見から，以下の 2 つの仮定を用いて，斜めひび割れの分布及び各 CFRP シート位置に

おける斜めひび割れ幅を決定する。 

 

仮定①：斜めひび割れは載荷板の端と支点板の端を結ぶ線上に 1 本存在するか，または，2 本とす 

る場合は，その下にさらに 1 本を仮定する．また，ひび割れが入る範囲は，等価応力ブロ 

ックにより算出した終局時の中立軸位置から引張鉄筋位置までとする（図 6.3.1.1 参照）。 

仮定②：斜めひび割れ幅はひび割れの中央において最大になり，端部でゼロとなる。その間は線 

形で推移する．2 本のひび割れ幅の最大値は等しいとする。 

 

 この 2 つ仮定を用いることで，斜めひび割れ幅の最大値を与えることによって各シートと交差す

る斜めひび割れの本数，位置，ひび割れ幅が決定される。このようにして，各 CFRP シートのひずみ

分布を求める。なお，CFRP シートの引張力は上側のひび割れと交差する位置のひずみから算出す

る。 

 

 

図 6.3.1.1 斜めひび割れの位置と幅の仮定 
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6.3.2.シートのひずみ分布の決定 

 6.3.1 で決定した斜めひび割れ幅をもとに，各 CFRP シートのひずみ分布を決定する。コンクリー

トを剛体と仮定すると，CFRP シートの伸び量が斜めひび割れ幅と等しくなる。したがって，CFRP

シートのひずみを高さ方向に積分した値がひび割れ幅と等しくなる。この考えに基づき各シート位

置のひび割れ幅からシートの高さ方向ひずみ分布を決定する。その際，3 章で示した CFRP シートの

剥離性状を再現する。すなわち，斜めひび割れの発生後，ひび割れ付近でひずみが増加していき，ひ

ずみがある程度まで増加するとひずみが一定の領域（剥離領域）が現れる。剥離領域はその後シー

ト端部に向かって進展し，剥離領域が自由端に達したときに全体剥離が発生し，そのシートが負担

するせん断力はゼロになる。この性状を再現することにより各段階におけるシートひずみ分布を決

定する。 

 ひずみ分布の決定には，有効付着長，剥離時ひずみの 2 つのパラメータが必要になる。有効付着

長𝐿𝐿�は佐藤ら 6-1)により示された(式 6.3.2.1)を用いる。 

 

𝐿𝐿� � 1.89�𝑛𝑛�𝑡𝑡�𝐸𝐸���.� �式 6.3.2.1� 
 

ここで， 

 

 

 

 

剥離が始まるひずみ𝜀𝜀��の値については，尾崎ら 6-2) が付着試験結果に基づき作成した式(6.3.2.2)を

用いる。 

 

𝜀𝜀�� � 25200 ∙ �𝑛𝑛�𝑡𝑡�𝐸𝐸����.�� ∙ 𝑓𝑓���.�� �式 6.3.2.2� 
 

なお，定着長（斜めひび割れ位置から端部までの距離）が有効付着長よりも短い場合，最大ひずみ

が低減されることが既往の研究 6-3)より知られている。したがって本手法においても，支点近くなど

定着長𝐿𝐿が有効付着長𝐿𝐿�より短い場合には，以下の(式 6.3.2.3)を用いて最大ひずみを低減させる。 

 

𝜀𝜀��� � 𝐿𝐿
𝐿𝐿� 𝜀𝜀�� �式 6.3.2.3� 

 

ひび割れ幅を漸増させたときに，ひずみ分布の変化するパターンは，シートと交差するひび割れ

の本数によって 2 パターンに分けられる。図 6.3.2.1 に各パターンにおけるひずみ分布の変化を示

す。 

 

 

 

𝑛𝑛� ： シート積層数 
𝑡𝑡� ： シート厚さ�mm� 
𝐸𝐸� ： シート弾性係数�MPa� 
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（a）斜めひび割れ 1 本の場合 

 
（b）斜めひび割れ 2 本の場合 

図 6.3.2.1 高さ方向ひずみ分布の変化 

 

(1) 斜めひび割れが１本の場合のひずみ分布の決定 

 ひび割れが 1 本のときは，比較的容易にひずみ分布を決定することができる。まず斜めひび割れ

が発生すると，ひび割れの上下でひずみが増加していく。このとき，計算を簡略化するため，ひずみ

勾配は常に剥離発生時のひずみ勾配𝜀𝜀��/𝐿𝐿�で一定であるとする。これにより，ひずみ分布の形状が決

定する。次に，局所剥離発生時を考える。局所剥離は，ひずみの最大値が剥離ひずみ𝜀𝜀��に達した時

点で発生するとする。このときのひび割れ幅を𝑤𝑤�とすると，次式で表される。 

 

𝑤𝑤� � 𝐿𝐿�𝜀𝜀�� �式 6.3.2.4� 
 
ひび割れ幅𝑤𝑤�が𝑤𝑤�より小さい場合は，ひずみが線形で増加していき，𝑤𝑤�を超えるとひずみは一定

とする。 

 次に全体剥離を考える。全体剥離は，局所剥離の発生後ひずみが一定の領域（剥離領域）で進展し

ていき，剥離領域がシートの自由端に達したときに発生すると考える。すなわち，図 6.3.2.1(a)の③

が全体剥離の発生する瞬間を表している。このときのひび割れ幅𝑤𝑤�は，ひび割れ位置から自由端ま

での距離を𝑙𝑙とすると，次式で表される。 

 

𝑤𝑤� � �2𝑙𝑙 � 𝐿𝐿��𝜀𝜀�� �式 6.3.2.5� 
 

ひび割れ幅がこの値より大きくなると，シートは完全に剥離しているとし，シートが負担するせ

ん断力はゼロとする。なお，U 字型補強の場合，シートの下端は完全に定着されていると考える。し

たがって，剥離領域が先にシート下端に達しても全体剥離は起こらず，剥離領域が上端に達して初
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めて全体剥離が起こるとする。 
 以上をまとめると，ひび割れ幅𝑤𝑤�とひずみの関係は以下のようになる。 

 

(i) 𝑤𝑤� � 𝑤𝑤�のとき 

𝜀𝜀�� � 𝑤𝑤�
𝑤𝑤� 𝜀𝜀�� �式 6.3.2.6� 

(ⅱ) 𝑤𝑤� � 𝑤𝑤� � 𝑤𝑤�のとき 

𝜀𝜀�� � 𝜀𝜀�� �式 6.3.2.7� 
(ⅲ) 𝑤𝑤� � 𝑤𝑤�のとき 

𝜀𝜀�� � 0 �式 6.3.2.8� 
 

(2) 斜めひび割れが 2 本の場合のひずみ分布の決定 

 交差する斜めひび割れが 2 本の場合は，2 本のひび割れ周りのひずみ分布が重ね合わさるためひ

ずみ分布の決定方法が煩雑になる。計算を簡単にするため，2 本のひび割れの間の領域は剥離が発

生しないとし，局所剥離発生後も剥離前のひずみ勾配を維持すると仮定する。まず剥離発生前を考

える。2 つのひずみが重なるときのひび割れ幅は，ひび割れ 1 本のときと同様に定めたひずみ勾配

と 2 つのひび割れ幅の比によって定められる。ひずみが重なった後は，どちらかのひび割れ位置に

おけるひずみが剥離ひずみに達するまで平行移動するような形でひずみが増加していく。どちらか

が剥離ひずみに達した後は，剥離した方は端部に向かって剥離が進展していき，剥離していない方

のひずみは増加し続ける。両方が剥離した後は，両方の剥離が端部に向けて進展していき，どちら

かのひずみが自由端に達した時点で全体剥離とする。2 つのひずみが重なるときの上側のひずみの

最大値を𝜀𝜀�，ひび割れ幅を𝑤𝑤�とし，上側のひび割れ位置で局所剥離が発生するときのひび割れ幅を

𝑤𝑤�，全体剥離が発生するときのひび割れ幅を𝑤𝑤�とすると，上側のひずみの最大値の変化は以下の

ようにまとめられる。 

 

�i� 𝑤𝑤� � 𝑤𝑤�のとき 

𝜀𝜀�� � 𝑤𝑤�
𝑤𝑤� 𝜀𝜀�� �式 6.3.2.9� 

(ⅱ) 𝑤𝑤� � 𝑤𝑤� � 𝑤𝑤�のとき 

𝜀𝜀�� � 𝜀𝜀�� � 𝜀𝜀��
𝑤𝑤� � 𝑤𝑤� �𝑤𝑤� � 𝑤𝑤�� � 𝜀𝜀�� �式 6.3.2.10� 

(ⅲ)  𝑤𝑤� � 𝑤𝑤� � 𝑤𝑤�のとき 

𝜀𝜀�� � 𝜀𝜀�� �式 6.3.2.11� 
(ⅳ)  𝑤𝑤� � 𝑤𝑤�のとき 

𝜀𝜀�� � 0 �式 6.3.2.12� 
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なお，斜めひび割れの位置や，2 本のひび割れ幅の関係から，必ずしも 2 つのひずみが重なる→局

所剥離→全体剥離という順番で発生するとは限らない。上側のひび割れ位置で局所剥離が発生する

前に下側のひずみが下端に達して全体剥離する，という状況も起こりうる。したがって，斜めひび

割れ 2 本の際は，それらの事象が発生するときのひび割れ幅をあらかじめ計算し，大小関係を把握

する必要がある。 
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6.3.3.𝑉𝑉�の算出 

 前項で算出したひずみをもとにシートの負担せん断力𝑉𝑉�を算出する。シートの斜めひび割れ位置

におけるひずみを𝑉𝑉�とすると，帯状のシート 1枚が負担するせん断力𝑉𝑉�は，(式 6.3.3.1)で算出できる。 

 

𝑉𝑉�� � ��� ∙ 𝐸𝐸� ∙ 𝐴𝐴�� �式 6.3.3.1� 
 

ただし，𝐴𝐴��：シートの断面積である。 

 シート全体が負担するせん断力𝑉𝑉�は，斜めひび割れと交差する全てのシートについて負担せん断

力を足し合わせることで求める。すなわち，𝑉𝑉�は(式 6.3.3.2)で求められる。 

 

𝑉𝑉� � 2�𝑉𝑉��
�

���
�式 6.3.3.2� 

 

ただし， 

 

 

 

 

𝑉𝑉�� ： 各々のシートの引張力 

𝑛𝑛 ： ひび割れと交差するシートの枚数 
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6.3.4.𝑉𝑉�の計算結果 

 実験した 8 体のシート補強供試体において，各々のシートが負担するせん断力𝑉𝑉��を前項で示した

方法により算出する。図 6.3.4.1 は斜めひび割れを 1 本とした場合，図 6.3.4.2 は斜めひび割れを 2

本とした場合の結果である。図 6.3.4.3~図 6.3.4.4 は図 6.3.4.1~図 6.3.4.2 で算出した負担せん断力

を(式 6.3.4.1)により足し合わせた結果である。斜めひび割れ幅が小さい領域では，斜めひび割れ幅の

増大に比例して𝑉𝑉�が増大していくが，ある値より大きくなるとシートの局所剥離が順次発生し，剥

離したシートの負担せん断力が頭打ちとなるので𝑉𝑉�の増加も緩やかになる。さらにひび割れ幅が増

大すると，シートの全体剥離が生じ，剥離したシートの負担せん断力がゼロとなるため，合計の𝑉𝑉�は
減少する。これによって，ひび割れ幅を増大させる過程において𝑉𝑉�の最大値𝑉𝑉��が決定される。この

ようにして求めた𝑉𝑉��を，実験値と比較することで，提案手法の算定精度を検証する。。 
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図 6.3.4.1 ひび割れ幅と各シートの引張力の関係（斜めひび割れ 1本） 

 

 

(a) CF-U1200              (b) CF-I1200 

  

(c) CF-U900                (b) CF-I900 

 

(e) CF-U600                (f) CF-I600 

 

(g) CFA10                    (h) CFA20 
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図 6.3.4.2 ひび割れ幅と各シートの引張力の関係（斜めひび割れ 2本） 

 

 

(a) CF-U1200              (b) CF-I1200 

  

(c) CF-U900                (b) CF-I900 

 

(e) CF-U600                (f) CF-I600 

 

(g) CFA10                    (h) CFA20 
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図 6.3.4.3 ひび割れ幅と𝑉𝑉�の関係（斜めひび割れ 1 本） 

 

 

(a) CF-U1200              (b) CF-I1200 

  

(c) CF-U900                (b) CF-I900 

 

(e) CF-U600                (f) CF-I600 

 

(g) CFA10                    (h) CFA20 
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図 6.3.4.4 ひび割れ幅と𝑉𝑉�の関係（斜めひび割れ 2 本） 

 

 

(a) CF-U1200              (b) CF-I1200 

  

(c) CF-U900                (b) CF-I900 

 

(e) CF-U600                (f) CF-I600 

 

(g) CFA10                    (h) CFA20 
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図 6.3.4.5 は，提案手法によって求めた𝑉𝑉��と，式(6.3.4.1)から算定される実験から得られた終局時

のシート負担せん断力𝑉𝑉��を比較したものであり，斜めひび割れを 1 本としたときと，2 本としたと

きの結果を合わせて示している。 

 

 

𝑉𝑉�� � 𝑉𝑉� � 𝑉𝑉� �式 6.3.4.1� 
ここに， 

 

 

 

  
図 6.3.4.5 𝑉𝑉�の計算値と実験値の比較 

 

いずれの場合も，計算値が実験値を上回る結果となっており，提案手法は𝑉𝑉�を過大評価している

と言える。この原因として，式(6.3.2.2)の剥離ひずみが実際の値を正しく評価していないことが挙げ

られる。図 6.3.4.6 は，実験で得られた各供試体の剥離ひずみと，式(6.3.2.2)で求めた剥離ひずみを

比較したものである。いずれの供試体も，式(6.3.2.2)から得られた剥離ひずみの方が大きくなってい

る。このような結果が得られた原因としては，以下のことが考えられる。式(6.3.2.2)は，既往の FRP 

付着試験のデータを用いてパラメトリック解析をすることで得られた式である。今回の実験のよう

なはり部材においては，斜めひび割れの発生，開口によりひび割れ付近の付着劣化が起こることか

ら 6-4)，付着試験と比べて剥離ひずみが小さくなると考えられる。また，定着区間内に複数のひび割

れが存在することも付着試験と状況が大きく異なる。これにより実験結果と計算値の差が生まれた

と考えられる。以上のことから，はり部材のせん断耐力を評価する上では，式(6.3.2.2)により求めら

れた剥離ひずみを低減する必要がある。しかしながら，その低減割合を，合理的に設定する方法が

見当たらない。それゆえ本研究では，0.7～0.9 の係数を掛けることで剥離ひずみを低減する。   

 

𝑉𝑉� ： 終局時の作用せん断力 

𝑉𝑉� ： 斜めひび割れ発生時の作用せん断力 
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図 6.3.4.6 剥離ひずみの比較（図修正） 

 

 低減係数 0.7，0.8，0.9 とした場合のひずみを図 6.3.4.6 に示す。また，図 6.3.4.7 に，低減係数 0.7，

0.8，0.9 とした場合の𝑉𝑉� を示す。斜めひび割れを 1 本とした場合と，2 本とした場合で計算したが，

いずれの計算結果も 2 本とした場合の方が実験値との誤差が小さかったため，これ以降は 2 本とし

た場合の結果のみを示す。計算の結果，式(6.3.2.2)に 0.8 をかけたときに結果が最も実験値と近く，

シートの補強方法や寸法によらず妥当な精度で評価できていた。なお，算定精度(𝑉𝑉��/𝑉𝑉��)は，平均値

が 1.01，変動係数が 20.9%であった。 

 

  
図 6.3.4.7 剥離ひずみを低減した計算結果 
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6.4.せん断耐力の算定精度 

 シート補強した RC はりのせん断耐力を評価するために，コンクリートが負担するせん断力を評

価する必要がある。提案手法により求めた𝑉𝑉�に，既往の式により求めた𝑉𝑉�を足し合わせることでせん

断耐力を算出し，実験結果と比較する。𝑉𝑉�は，最も広く用いられおり，本実験の結果もよく評価でき

ている二羽式 6-5)を用いることとする。図 6.4.1 に計算結果と実験結果を比較したものを示す。計算

結果は，寸法や補強方法，定着長の違いによらず，実験結果を精度よく評価できていた。𝑉𝑉��/𝑉𝑉��の
平均値は 0.998 であり，変動係数は 11.8%であった。表 6.4.1 に，提案式と，3 章で計算した既往式

で，𝑉𝑉��/𝑉𝑉��の平均値と変動係数を比較した結果を示す。提案した式は，既往のいずれの式よりも高

い算定精度が得られていた。 

 

二羽式 6-5) 

𝑉𝑉� � 0.2𝑓𝑓���/��100𝑝𝑝���/� �1000
𝑑𝑑 �

�/�
�0.75 � 1.4𝑑𝑑𝑎𝑎� 𝑏𝑏�𝑑𝑑 �式 6.4.1� 

 

ここに， 

𝑓𝑓�� ：コンクリート圧縮強度���𝑎𝑎� 
𝑝𝑝� ：引張鉄筋比 

𝑑𝑑 ：有効高さ����  
𝑎𝑎 ：せん断スパン 

𝑏𝑏� ：ウェブ幅���� 
 

  
図 6.4.1 せん断耐力の算定精度 

 

 
表 6.4.1 提案式と既往式の算定精度の比較 

 提案式 土木学会 Khalifa Triantafillou ACI 
耐力比 0.998 0.934 1.202 1.332 1.187 

変動係数 0.118 0.170 0.140 0.186 0.141 
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 以上より，提案手法によって CFRP によりせん断補強した RC はりのせん断耐力を，シートの貼

付け方法や定着長の違いによらず高い精度で求められることが示された。ただし，提案式において

も，大型の供試体で耐力をやや過大評価していることや，U 字型と側面のみ貼付けの供試体の耐力

差が実験値より小さく出ているといった課題がある。これらは，シートの局所剥離後のひずみを一

定としていることが原因と考えられる。実際には局所剥離発生後，剥離の進行過程において，ひび

割れ付近のひずみは変化している。この変化の割合が定着長や貼付け方法などの条件により異なる

と思われる。より精度良く耐力を算定するには，シートの局所剥離発生後の剥離進行過程を，実際

の現象に即してより厳密にモデル化する必要がある。
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6.5.本章のまとめ 

 本章では，3 章で考察した耐荷機構を踏まえ，剥離過程をモデル化したせん断耐力評価方法の提案

を行った。提案手法は，斜めひび割れを 1 本または 2 本仮定し，変形の適合条件，剥離条件からシ

ートのひずみ分布を算出し，ひび割れ部におけるひずみからシートが負担するせん断力を導き出す

方法である。提案した手法で実験供試体のせん断耐力を計算したところ，既存の式に比べ，シート

の貼り付け方法の違いや定着長の違い等を含めて正確にせん断耐力を予測できることが示された。 

 ただし，斜めひび割れ幅が実際の値と一致していることを確かめることが今後の課題として挙げ

られる。 
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7 章 まとめ 

 

第 2 章 現状と課題の整理 

第 2 章では，CFRP シートによりせん断補強された RC はりの耐力評価法に関して，既往の知見

を整理したうえで，課題点を明確にした。本章より得られた知見を以下に示す。 
 

(1) 国内および海外の既往研究および設計コードを整理した結果，国内海外ともに多くの課題を残

していることが分かった。具体には，国内ではシートの付着機構に基づいた設計式が確立して

おらず，シートの貼り方の違いや機械式定着の有無などを考慮した設計ができないこと，また，

付着機構に基づいた耐力評価方法も検討されているが，耐力評価式として確立されたものは存

在しないことが分かった。 
(2) ACI と fib のせん断耐力式は，どちらも全周巻きつけ，U 字型補強，側面補強といった補強方

法の違いを考慮した上でせん断耐力を評価できる式である。しかしどちらも終局時の平均ひず

み（有効ひずみ）をシート剛性やコンクリート圧縮強度をもとに大まかに評価した上で安全側

に評価した式となっており，合理的な設計法とはいえず，より合理的な補強設計を行うために

は，多くのパラメータを考慮して，実際の破壊機構に基づいた精緻な設計式を確立する必要が

あることがわかった。 
(3) 国内と海外の設計コードに共通する課題として，いずれのコードにおいても，実験室の環境で

小型 RC の供試体を用いた実験の結果をもとに耐力式が構築されており，実構造物の寸法にな

ったときに，耐荷機構が変われば耐力式をそのまま適用できない可能性がある。したがって，

実構造物と同じスケールでの実験を行い，寸法効果の有無による検証と併せてせん断耐荷機構

の詳細な検討を行う必要があることがわかった。 
 

第 3 章 CFRP シートによりせん断補強された RC はりのせん断耐荷機構 

第 3 章では，CFRP シートによりせん断補強した RC はりの載荷試験を行い，せん断耐荷機構の

考察を行った。本章より得られた知見を以下に示す。 
 

(1) シート補強したはりのせん断破壊は，斜めひび割れの発生，シートの局所剥離，全体剥離とい

う過程を経て起こることがわかった。 
(2) 供試体が大型になると積層数が増え，剥離が発生しやすくなるという広義の寸法効果が存在す

ることがわかった。 
(3) シートの局所剥離は，スターラップの降伏と同じように扱うことができる。 
(4) 実験結果を既存の耐力式の計算結果と比較したところ，全ての条件で正確にせん断耐力を評価

できている式は存在しないことがわかった。 
(5) せん断耐荷機構の考察から，CFRP シートによりせん断補強された RC はりのせん断耐力評価

のためには，斜めひび割れ発生，局所剥離，全体剥離時の荷重が重要であり，それぞれの時点に

おけるコンクリート，CFRP シートの負担せん断力を評価することが重要である。 
 

131



第 4 章 CFRP シートとコンクリート間の付着耐力の評価 

第 4 章では，幅広い範囲のシート剛性を有する CFRP シートの付着試験を行い，剥離後の CFRP
シートに接着したコンクリートの剥離深さについて分析した。本章より得られた知見を以下に示す。 

 
(1) シート剛性が 200kN/mm 以上の大きい範囲では，界面破壊エネルギーの低下によって，既存の

CFRP シート付着耐力の予測式よりも実際の付着耐力が低下する可能性がある。 
(2) 付着応力–すべり関係は，シート剛性を変化させた場合の明確な傾向は得られなかった。また，

自由端付近のように有効付着長よりも付着長が短くなる場合には，自由端部の境界条件の影響

から付着応力－すべり関係が大幅に変化することがわかった。 
(3) 剥離後の CFRP シートのコンクリート層の厚さを測定したことで，コンクリートの破壊性状が

CFRP シートの付着特性に大きな影響を与えることが明らかとなった。具体的には，界面破壊

エネルギーとコンクリート破壊面の表面積に強い関連性があり，シート剛性や樹脂による界面

破壊エネルギーの変化は，コンクリートの破壊面が変化することに起因していることがわかっ

た。 
 
第 5 章 コンクリートに接着した FRP シートの終局剥離ひずみの予測 

第 5 章では，既往の研究より剥離現象の再現が可能な解析手法についてシート剛性を変化させた

場合にも適用が可能かを確認した上で，積層数 10 層のシート剛性が大きな範囲の解析を行う。そし

て，その解析結果と既往の実験結果をもとに，終局剥離ひずみの予測を行った。本章より得られた

知見を以下に示す。 
 

(1) コンクリート表層を強層とした有限要素解析手法によって，CFRP シートを積層化した場合に

おいてもシート剛性に関わらず，概ね剥離現象の再現可能であった。ただし，シート剛性が大

きい場合，荷重-すべりのピーク付近での剛性が解析値の方が緩やかになった。 

(2) パラメトリック解析結果より，CFRP シートの剛性が 250kN/mm 程度以上から最大荷重の増加

度合いが小さくなった。 

(3) 既往の実験結果およびパラメトリック解析結果より，シート剛性が大きい範囲にも適用可能な

FRP シートの終局剥離ひずみの予測式を提案した。 
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第 6 章 剥離進行過程をモデル化したせん断耐力評価法 

第 6 章では，3 章の CFRP シートによりせん断補強された RC はりのせん断耐荷機構の考察及び

5 章の FRP シートの終局剥離ひずみの予測の結果を踏まえて，せん断耐力の評価方法の検討を行っ

た。本章より得られた知見を以下に示す。 
 
(1) 第 6 章では，3 章で考察した耐荷機構を踏まえ，斜めひび割れを 1 本または 2 本仮定し，変形

の適合条件，剥離条件からシートのひずみ分布を算出し，ひび割れ部におけるひずみからシー

トが負担するせん断力を導き出す手法を提案した。 

(2) 提案した手法で実験供試体のせん断耐力を計算したところ，既存の式に比べ，シートの貼り付

け方法の違いや定着長の違い等を含めて正確にせん断耐力を予測できることが示された。ただ

し，斜めひび割れ幅が実際の値と一致していることを確かめることが今後の課題として挙げら

れる。 
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付録 一層及び積層した CFRP シートの材料特性のばらつきに関する検討 

 
1. 背景 

平成 29 年に改定された道路橋示方書 1)（以下，道示）では，信頼性の概念に基づく部分係数法を

導入するにあたり，材料強度のばらつきが再評価され，その結果に基づき一定水準の信頼性が得ら

れるための特性値や部分係数が設定されている。たとえば，コンクリートの圧縮強度の特性値は，

材齢 28 日における試験強度に基づき，試験値がその値を下回る確率が 5％となる値（5％フラクタ

イル値）を基本に設定されている。なお，本文で用いる特性値とは，道示で定義されている設計計算

において材料の性質を最も適切に代表できるものとした指標値のことである。 

 一方，道示では設計の前提となる材料の条件として，その材料が置かれている環境，施工，維持管

理等の条件との関係において，設計の前提として求められる材料の特性が明らかであるとともに，

必要とされる品質が確保できるものでなければならないとされている。また，使用する材料は，材

料特性が明らかであるだけでなく，部材として構成された場合に部材として求められる強度や変形

性能及び耐久性などの特性も満足する必要がある。このことは，コンクリート構造物の補修・補強

材料として広く用いられている炭素繊維強化プラスチックシート（以下，CFRP シート）をはじめ

とする道示に規定されていない材料を道路橋に適用する場合においても準拠する必要がある。 
 そこで，本検討では道路橋に CFRP シートを使用する場合において，道示に従い設計が可能とな

ることを目的に，まずは CFRP シートの材料特性を明らかにするため，引張強度と弾性係数のばら

つきに着目し，評価した。一方，CFRP シートを用いて実構造物を補修・補強する場合，必要な補

強量を確保するために複数の CFRP シートを積層して使用される場合があるものの，標準的な引張

試験法がないのが現状である。そのため，積層した CFRP シートの引張試験法を検討し，その試験

から得られた引張強度と弾性係数のばらつきについても上記と併せて評価した。 
 なお，本検討で評価された CFRP シートの材料特性は，最終的に材料特性のばらつきも見込んだ

部材耐力のばらつきとして評価し，部分係数を算出する際の根拠として使用することを想定してい

る。 
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2. CFRP シート 1層の材料特性のばらつき 

2.1 引張試験データの概要 

 表 2.1 に引張試験データの概要を示す。本検討は，高強度・中弾性・高弾性の 1 方向 CFRP シー

トについて，国内の炭素繊維シートメーカー4 社が材料の品質確認のために実施した引張試験の結

果を用いた。 

表 2.1 において，各 CFRP シートでデータ数の偏りがあるのは，各社で製造している CFRP シー

トのタイプが異なるためである。具体的には，高強度は調査したメーカー全社で製造しているため

データ量が多く，中弾性および高弾性は製造しているメーカーが限られているため，高強度に比べ

てデータ数が少ない。なお，引張試験は，CFRP シート 1 層に対して実施した結果であり，試験法

は JIS A 1191：20212)（以下，JIS）による。 
 

表 2.1 引張試験データの概要 

CFRP シー

ト 
のタイプ 

 
目付量 

 
(g/m2) 

特性値 

デー

タ数 

引張試験結果 

引張 
強度 

(MPa) 

弾性 
係数 
(GPa) 

 
 

A 社 
 
 

 
 

B 社 C 社 D 社 

高強度 

200 

3400 245 

100 〇 〇 〇 〇 
300 100 〇 〇 〇 〇 
400 100 〇 〇 〇 〇 
450 95 〇 〇 〇 〇 
600 100 〇 〇 〇 〇 

中弾性 A 
300 

2400 440 
50 〇 － 〇 － 

340 40 〇 － 〇 － 
400 25 － － 〇 － 

中弾性 B 
300 

2900 390 
50 〇 〇 － － 

450 25 〇 － － － 
高弾性 A 300 1900 540 25 〇 － － － 

高弾性 B 
300 

1900 640 
50 〇 〇 － － 

400 50 〇 〇 － － 
600 25 － 〇 － － 

計 － － － 835 － － － － 
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2.2 引張強度と弾性係数のばらつき 

 CFRPシートの引張強度のばらつきと弾性係数のばらつきの結果について，表 2.2，表 2.3 および

図 2.1，図 2.2 にそれぞれ示す。 

 表 2.2 および図 2.1 より，引張強度の平均値は特性値の 1.2～1.5倍程度，変動係数は 7%～11%程

度であった。一般に，標準養生した供試体より確認したコンクリートの圧縮強度の変動係数は 7%程

度，鉄筋の降伏強度の変動係数は 4%程度であり 3)，それに比べて CFRPシートの引張強度の変動係

数は若干大きいことがわかる。 

 表 2.3 および図 2.2 より，弾性係数の平均値は特性値とほぼ同等であり，変動係数は 3～8%程度

あった。一般に，コンクリートの弾性係数の変動係数は 10%程度であり 3)，それに比べて CFRPシー

トの弾性係数の変動係数は小さいことがわかる。 

 CFRPシートのタイプおよび目付量に着目すると，高強度の弾性係数の変動係数は，どの目付量の

場合も 4%程度であったが，中弾性と高弾性の変動係数は，目付量毎に 3～8%の間で差がみられた。

また，図 2.3 の横軸に示す弾性係数の分布に着目すると，高強度の弾性係数のばらつきは，中弾性・

高弾性の弾性係数のばらつきに比べて小さいことがより明確に表れている。 

前述した引張強度および弾性係数のばらつきの傾向について，その理由は明確ではないが，CFRP

シートそれぞれの原料や製造方法による違いなどが影響しているものと考えられる。 
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表 2.2 引張強度のばらつき 

 
表 2.3 弾性係数のばらつき 

種類 目付量 
(g/m2) データ数 特性値 

(MPa) 
平均値 
(MPa) 比率 標準 

偏差 
変形 
係数 
(%) 

高強度 

200 75 3,400 4,550 1.34 0.13 10.0 
300 75 3,400 4,910 1.44 0.11 7.7 
400 75 3,400 4,390 1.29 0.12 9.4 
450 70 3,400 4,280 1.26 0.11 8.8 
600 75 3,400 4,560 1.34 0.14 10.6 

中弾性A 
300 50 2,400 3,490 1.45 0.11 7.9 
340 40 2,400 3,380 1.41 0.10 7.4 
400 25 2,400 3,570 1.49 0.11 7.7 

中弾性B 300 50 2,900 3,840 1.32 0.10 7.5 
450 25 2,900 3,650 1.26 0.10 7.7 

高弾性A 300 25 1,900 2,570 1.35 0.14 10.2 

高弾性B 
300 50 1,900 2,510 1.32 0.13 9.7 
400 50 1,900 2,500 1.31 0.11 8.5 
600 25 1,900 2,630 1.38 0.11 7.9 

種類 目付量 
(g/m2) データ数 特性値 

(GPa) 
平均値 
(GPa) 比率 標準 

偏差 
変形 
係数 
(%) 

高強度 

200 75 245 250 1.03 0.04 4.1 
300 75 245 260 1.06 0.04 3.7 
400 75 245 260 1.05 0.04 3.4 
450 70 245 260 1.04 0.04 4.2 
600 75 245 260 1.05 0.04 3.8 

中弾性A 
300 50 440 470 1.06 0.05 4.4 
340 40 440 460 1.05 0.06 6.0 
400 25 440 460 1.05 0.03 3.0 

中弾性B 300 50 390 410 1.05 0.06 5.5 
450 25 390 410 1.06 0.08 7.7 

高弾性A 300 25 540 570 1.06 0.08 7.8 

高弾性B 
300 50 640 660 1.04 0.05 4.5 
400 50 640 670 1.04 0.06 5.7 
600 25 640 670 1.04 0.05 4.3 
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図 2.1 引張強度のばらつき 

 

(a)高強度-目付量200(g/m2) (b)高強度-目付量300(g/m2) (c)高強度-目付量400(g/m2) (d)高強度-目付量450(g/m2)

(e)高強度-目付量600(g/m2) (f)中弾性A-目付量300(g/m2) (g)中弾性A-目付量340(g/m2) (h)中弾性A-目付量400(g/m2)

(i)中弾性B-目付量300(g/m2) (j)中弾性B-目付量450(g/m2) (K)高弾性A-目付量300(g/m2) (l)高弾性B-目付量300(g/m2)

(m)高弾性B-目付量400(g/m2) (n)高弾性B-目付量600(g/m2)
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図 2.2 弾性係数のばらつき 
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図 2.3 引張強度と弾性係数の関係 

 

2.3 引張強度の特性値 

試験より得られた引張強度の平均値を x，標準偏差をσ_n とし，図 2.3 に CFRP シートの引張強

度の特性値を 5%フラクタイル値（x-1.64σ_n）となるように定めた結果を示す。補修・補強設計で

使用されている CFRP シートの特性値は，土木研究所の実験結果 4)より整理された値であり，引張強

度は 0.1%フラクタイル値（x-3σ_n）が用いられている。ここで，道示でコンクリートの圧縮強度の

特性値として設定されている 5％フラクタイル値を CFRP シートの引張強度の特性値と仮定した。

その結果，高弾性 A シート以外の引張強度は，一部それを下回った。試験より得られた高弾性 A シ

ートの引張強度のみ，5%フラクタイル値を満足した理由については明確ではない。 

 道示では，道示に規定されていない材料の特性値の設定について現時点で明確な考え方はないが,

いずれにしても CFRP シートを道路橋の補修・補強材料として適用していく際は，特性値の設定を

道示の体系に適合させていくことが必要とされる。 
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図 3.2 引張強度と積層数の関係

写真 3.11 JIS 試験後の試験片の例
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3.2 積層した CFRP シートの引張試験（試験 2） 

連続繊維補強材を用いたコンクリート構造物の設計・施工指針（案）5)によると，定着部を工夫し

た連続繊維補強材の引張試験では信頼性のある引張強度が得られているとしている。それを，積層

した CFRP シートの引張試験にも応用した事例がある 6)。具体的には，試験片の定着部には従来の

GFRP タブやアルミニウムタブではなく，鋼管をとりつけ，その鋼管と CFRP シートの隙間に膨張セ

メントを充填し，その膨張圧によって鋼管とシートの一体化を図るというものである。その結果で

は，積層された CFRP シートの引張強度は，CFRP シート 1 層の引張強度と概ね同等であったとして

いる。しかしながら，この試験は試験片作製の手間や定着部形状の大型化により試験機に制約が生

じるため，試験規模が大きくなる傾向にある。そのため，このような試験を従来の JIS 試験と同じよ

うな感覚で施工品質試験として実施するのは困難であるといえる。したがって，積層した CFRP シ

ートに対して，従来の JIS 試験のように簡易な試験を基本としながら，安定した結果が得られるよう

な引張試験法が必要である。 
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(2) 試験結果 

図 3.2 に引張試験から得られた積層数と 1 層あたりの引張強度の関係を示す。本試験では，高強

度も中弾性 A も 5 層の場合，1 層の試験値に比べて若干値の減少が見られるが，特性値以上の引張

強度が確認された。 

写真 3.2，写真 3.3，写真 3.4 には，試験後の試験片の状態を示している。試験片は試験部で破断

する場合があったが，その多くは，試験部と定着部の境界付近で破断する傾向がみられた。ただし，

前述の JIS 試験で確認されたような定着部でタブが剥離する傾向はみられなかった。このことから，

検討した試験法は，積層した CFRP シートの引張強度を検証できる手法であるといえる。一方，今

回の試験は高強度および中弾性 A を 5 層に積層した CFRP シートのみの検証であるため，今後 CFRP

シートのタイプや積層数が多い場合など，より広範囲な条件での検証が必要である。 

 

 

 

（a）高強度シート 

 

 

 

（b）中弾性Ａシート 

写真 3.2 積層したシートの試験後の試験片の例 
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写真 3.3 積層したシートの試験後の試験片（高強度シート） 

 

 

 

写真 3.4 積層したシートの試験後の試験片（中弾性Ａシート） 
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3.3 引張強度と弾性係数のばらつき 

図 2.1 中の（b）（f）および図 2.2 中の（b）（f）に積層した CFRP シートの引張強度と弾性係数の

ばらつきの結果を示す。試験片のサンプルが少ないものの，図 2.1 より，引張強度の平均値は特性

値の 1.5 倍程度，変動係数は 5%程度であった。また，図 2.2 より，弾性係数の平均値は特性値とほ

ぼ同等であり，変動係数は 3%程度であった。 
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4. まとめ 

本検討では，CFRP シートの引張強度と弾性係数のばらつきの評価について検討した。また，積層

した CFRP シートの引張試験について，従来の JIS 試験法では適切に評価ができないことを踏まえ，

標準的な試験法の検討を行った上で，その試験から得られた引張強度と弾性係数のばらつきについ

ても上記を併せて評価した。本検討で得られた知見は，以下のとおりである。 
 

(1) CFRP シート 1 層の引張強度の変動係数は 11%程度であり，コンクリートの圧縮強度の変動係

数や鉄筋の降伏強度の変動係数に比べて若干大きな値を示すことがわかった。また，CFRP シー

ト 1 層の弾性係数の変動係数は 8%程度であり，コンクリートの弾性係数の変動係数に比べて

小さな値を示すことがわかった。 

 

(2) 5 層に積層した CFRP シートの引張試験について，従来の JIS 試験法の改善を図り，試験を実施

した結果，CFRP シート 1 層の引張強度に比べて若干値の減少がみられるが，特性値以上の値

が得られることが確認された。また，試験片のサンプルは少ないものの，引張強度の変動係数

は 5％程度，弾性係数の変動係数は 3%程度であり，CFRP シート 1 層の場合のばらつきと概ね

同程度のばらつきを示すことがわかった。 
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